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船舶用油圧機械メーカーの販売会
社として産声をあげる
－当社は、１９７１年（昭和４６年）１２月
に、油圧機械メーカーである内田
油圧機器工業株式会社の出資を受
け、グループの販売会社「内田油
圧舶用機械株式会社」として設立
しました。
当時は国内の漁業も非常に好調
で、新造する漁船数も多く、機械
の自動化により作業負担を軽減し
たいというニーズが多くありまし

そこびきせん

た。そこで底曳船やまき網漁船向
けにウインチ等の漁労機械を中心
とした営業を展開していました。
７４年（昭和４９年）３月には、長崎
地区でのアフターサービス網を確
立する為、長崎工場を建設しまし
たが、この工場建設を契機に、全国
的な販売網の設置に着手すること
となりました。同年１２月には、東
北地区の拠点として石巻営業所を
開設し、７６年（昭和５１年）には、千
葉県に銚子出張所を開設する等、着
実に販売網を拡大していきました。
当社の強みの一つとして、国内
の主要な漁港基地に営業所や工場
を設けていることで、アフター
サービスの迅速な提供が可能とい
う点があります。
また、それまではグループの販

売会社として製品の営業・販売を
行っていましたが、７７年（昭和５２
年）には、新型ウインチの開発業
務にも進出しました。
翌７８年（昭和５３年）には、油圧シ
ステムの回路をそれまでの直列か
ら並列に改良することで、配管の
軽量化や伝達効率を大幅に向上さ
せた「リングメインシステム」の
開発に成功しました。このシステ
ム開発に成功したことが、後に当
社の事業展開に大きな影響を与え
たと言っても過言ではありません。

販売会社からメーカーへ
－自社開発に成功した「リングメ
インシステム」が大ヒット商品と
なり、当時、新造船と修理を合わ
せた販売シェアが、全国の漁船の
７～８割にまで達したことで、油
圧システム開発企業としての地位
を確立することが出来ました。
８５年（昭和６０年）には、大手漁労
ウインチメーカーの株式会社日本
工作所を傘下に収め、同社の下関
工場を拠点に本格的な製造部門を
持つメーカーとして事業を拡大致
しました。
８７年（昭和６２年）、台湾で初の海
外まき網船の新船竣工に携わった
ことがきっかけとなって、海外で
の当社の認知度も高まり、現在で
は台湾や中国で新造される海外ま
き網船には、全て当社の油圧装置
が使われています。
９９年（平成１１年）１２月に、親会社
であった内田油圧機器工業との資

本関係を解消し、２０００年（平成１２
年）３月に現社名へ社名を変更し
たほか、０１年（平成１３年）には、子
会社化していた日本工作所を吸収
合併して、名実ともに真の舶用油
圧システムサプライヤーとして始
動しました。

次世代を見据えた人材育成と技術
の伝承
－現在、次世代を担う社員の育成
を積極的に行っています。特に当
社は、油圧システムサプライヤー
として、受注から修理まで一貫体
制で対応していることから、製品
を詳しく知っておく必要がありま
す。その為には、現場を知ること
が何よりも大事であり、当社では
新卒・中途採用に関わらず、入社
後は必ず現場へ配属しています。
第一線で活躍出来るようになるに
は最低でも３～５年程度が必要で
あり、様々な部署で経験を積ませ
ながら、本人の適材適所を判断す
るようにしています。
また、技術の若い世代への継承
も、当社の重要な課題として取り
組んでいます。特に下関製造工場
では、定年を迎えられた熟練した
技術を持つ職人の方々を嘱託社員
として再雇用して、若手に技術を
伝えてもらっています。

社内体制の整備に注力
－来年、当社は設立４０周年を迎え
ますが、それに向けて社内の体制
整備に力を入れています。具体的

マリンハイドロテック 株式会社
代表取締役社長

井手 敏文氏
■創 業：１９６２年９月 ■設 立：１９７１年１２月
■所 在 地：福岡市中央区 ■資 本 金：３，０００万円
■従 業 員：１３８名
■事業内容：油圧装置の設計、製造、販売、修理
■事業拠点：福岡市中央区（本社・工場）、山口県下関市（工場）、

長崎県長崎市、静岡県焼津市（支店・工場）、
兵庫県西宮市（支店）、宮城県石巻市（営業所・工場）、
千葉県銚子市（サービスセンター）
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には、職場の労働環境の充実と店
所の統廃合です。
職場の労働環境については、会
社として収益を確保しながら、働
き甲斐のある待遇や福利厚生の整
備を進めています。一昨年からは
全社員が集まって社員旅行を実施
しているほか、昨年は有名演歌歌
手による社歌ＣＤも作成する等し
て、会社全体で一体感を醸成する
為のイベント等を行っています。
店所の統廃合については、今年
４月、旧焼津営業所を拡張移転し
東日本支店として、東日本エリア
の銚子サービスセンターや石巻営
業所を統括する位置づけに昇格さ
せました。今後は、福岡本社と東
日本支店を東西の主要拠点としな
がら支店等の再編を行っていくこ
とを検討しています。

新たな商品を開発し、海外での事
業展開を視野に
－今後は、新たな商品の開発にも
注力していく予定です。今年９月
には、下関製造工場に開発部を設
置し、新製品の市場投入を目指し
て研究開発を行っています。現在

は、漁船用網巻き上げ機等の船用
品の開発が中心ですが、少ない人
数で海上での活動が行えるような
少人化システムの開発や、船用品
のほかにも、建設分野等、陸上で
使用する製品の開発も進めていき
たいと考えています。
まずは、全社員が商品開発のア
イデアについてアンテナを高く張
り、ヒントを掴んで、開発部に
フィードバックするような流れを
作っていければと思っています。
また、海外での事業展開につい
ても、太平洋地区については導入
の実績も数多くありますが、今後
は大西洋地区にも進出することを
選択肢の一つとして考えています。
海外で代理店や支店を開設するこ
とによるネットワーク構築も行っ
ていく予定です。
私自身の座右の銘であり、当社
の経営理念の一つに「率先垂範」
があります。何事にもトライし、
難局にも臆することなく対峙する
心意気で、売上１００億円の目標に
向けて社員一丸となって頑張って
参ります。

福岡銀行
取締役頭取 谷 正明

全国的な販売網の構築による
アフターサービスの充実や、画
期的な油圧システムの開発の成
功が今日の当社の礎となられて
いますが、そこに至るまでには
大変な決意やご苦労があったも
のとお察し致します。これも、
「現場を知る」ことで真のお客
様のニーズを汲み取られ、製品
やサービスに反映されてこられ
た結果ではないでしょうか。
今後も「率先垂範」の精神で、
全社一体となって新たな商品の
開発や海外への事業展開に取り
組まれながら、次なる目標を達
成されることを祈念致します。

ウインチの説明 旋盤設備の説明 最新鋭の五面加工機の説明

ウインチ用のテストタワー

工場視察の様子 前列左より木下管理部長、高鍋支店長、谷頭取、井手社長、
後列左より山本開発部長、社員の皆さん
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九州松下電器産業の協力会社
として創業
－当社は、九州松下電器産業株式
会社の協力企業として１９７３年（昭
和４８年）に福岡県の大牟田市にて
創業。同社のブラウン管テレビに
使用される偏向ヨーク（金属線を
らせん状に巻いた部品）などの電
子部品を主に生産致しておりまし
た。その当時我が国は高度成長期
で、テレビがまだ「３種の神器」
の一つとされていた時代でした。
その後テレビが普及し、部品の生
産も増えてきたことで工場が手狭
になり、８４年（昭和５９年）に熊本
県からの誘致を受け、現在の玉名
郡南関町に移転させて頂きました。
移転後は電子部品生産に当たり、
より生産効率を向上する為に社内
で取り組み始めた冶工具作りの技
術を生かし、自動車関係の金型製
作からプレス加工、溶接組立まで
の一貫生産も始めました。９０年
代になるとパソコンの一般家庭へ
の普及も進んだことから、当社も
ＣＤの読み書き装置の製造に取り
組み、受注も堅調に推移しました。
その後 パソコンや携帯電話、
家電製品等における液晶パネルの
搭載が一般的になり、付加価値が
高いとされる液晶パネルの製造装
置の生産を検討し始めました。０４
年（平成１６年）にはこれまで培っ
てきた組立加工や品質管理などの

技術及びノウハウを活用し、液晶
製造装置や半導体製造装置など高
精度製造装置分野へ進出、今後の
事業の柱と位置付けました。翌
０５年（平成１７年）には、金属プレ
ス用金型の技術を活かし、電子基
板のプレス加工にも着手致しまし
た。更には液晶テレビの需要増加
に伴い、０６年（平成１８年）に、自社
敷地内に新工場を建設し、液晶パ
ネルの大型化に対応出来るように
致しました。
また、日本国内だけでなく、中
国や韓国、台湾等アジアのお客様
からの受注も出てきており確実に
主要事業として成長しています。
このように、当社は時代のニーズ
に応じた「ものづくり」を行う事
をモットーとし大切にしています。
この精神は当社の前身で３３年（昭
和８年）に操業を開始した「古賀
森吉鍛冶工場」、その後の４７年（昭
和２２年）転身の「古賀森吉農機具
製作所」から引き継がれております。

高精度な製造装置の一貫生産
によりお客様のニーズに応える
－当社は「お客様と共に呼吸出来
る企業」となること、つまりお客
様の要望をしっかりと受け止め満
足頂けるような品質、納期、価格
で製品を納めることが出来る企業
を目指しています。その為にお客
様のニーズを具体的に実現出来る
力を持たなければならないと思い
ます。
当社ではお客様の様々な要望に
敏速に対応する為、様々な技術を
習得し、高精度な製造装置の組立、
検査、据付までの一貫生産を可能
にしました。更に、お客様への納
期に満足して頂く為にも、納品さ
れた加工品に不具合があっても、

社内で追加工、再加工出来るよう
に最新の大型加工機を導入致しま
した。これにより加工先に戻す手
間が無くなり、納期の短縮に繋
がっております。また、自らが生
産した装置を自らエンドユーザー
様の工場で立ち上げまでを行うこ
とでお客様の手間を省くようにも
致しております。こうして、お客
様の身になった対応でお客様との
協力関係強化に努めております。

常に変化に対応し続けることが
できる企業を目指す
－企業が存続、成長する為には、
常に時代や環境に応じて変化しな
ければなりません。そして、全従
業員が変化を恐れず、常に前向き
に対応する事が大切だと思います。
近年は以前にも増して変化が激し
く、「ものづくり」の競争相手も
国内だけではなく、海外にも及ぶ
グローバル化が進展してきており
ます。このような時代に対応する
為には、より多くの情報を収集す
ると共に、収集した情報を正確に
処理し、判断し、行動出来るよう、
全従業員の協力と成長が重要であ
ると考えます。したがって、積極
的にそして前向きに成長しようと
努力する人材を当社では評価致し
ますし育成していきたいと思います。
このような人材を育てる為に、
品質改善や作業効率化、安全、経
営等様々な分野で勉強会に参加し
たり、お取引先の役員にもご指導
を仰いだりしております。また、
業界団体等が開催する各種のセミ
ナー等にも積極的に参加し、最新
の技術や情報の収集にも努めてお
ります。更にＱＣサークルの一つ
として、生産の作業効率改善活動、
品質向上推進活動、生産原価低減

吉野電子工業 株式会社
代表取締役社長

古賀 博文氏
■創 業：１９７３年４月 ■設 立：１９７３年４月
■所 在 地：熊本県玉名郡南関町 ■資 本 金：１，５００万円
■従 業 員：１３８名
■事業内容：半導体・液晶関連製造装置、電子部品の製造、金属加工
■事業拠点：熊本県玉名郡（本社・工場）、中国（営業所）
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活動等、様々な面で各事業部で活
動を行い、経営改善に成果を上げ
ております。このような取り組み
により、経営を役職だけではなく、
全従業員で守るといった文化を今
後もより高めていきたいと考えて
おります。

熊本県の「リーディング育成企業」
として新分野での製品開発に取り
組む
－熊本県では、成長可能性の高い
県内中小企業を「リーディング育
成企業」として認定し、企業の育
成支援を推進しています。１０年
（平成２２年）６月、その「リーディ
ング育成企業」として当社は認定
を受けました。今後、熊本県をは
じめ熊本ファミリー銀行や地元の
大学等のメンバーで結成されたサ
ポートチームの支援・指導のもと、
これまで蓄積してきた「ものづく
り」の技術を生かして、環境・省
エネ、食品、医療、福祉の新分野
における自社製品の開発に取り組
んで参ります。
特に熊本県では、環境維持と改
善の為に電動の交通手段を検討さ
れています。当社も低炭素型社会
の実現に向け、まず充電ステー
ションの建設に携わっております。

電動の交通手段が県民の生活に溶
け込み、更に熊本県の観光と結び
つき、「熊本県に行くと環境にい
い楽しい乗り物に乗って観光が出
来た。」「さすがに環境を大切にす
る熊本だった。町には多くの電動
バイクや電気自動車が走ってい
た。」「初めてレンタカーの電気自
動車に乗ったけど快適だった。」
等の声が聞こえるように県内のイ
ンフラの整備が進み、電動交通手
段が広まるようお手伝いが出来れ
ば幸いと思っております。
また、海外市場への展開を睨み、
中国における営業拠点として上海
市内に「上海華賀実業有限公司」
を設立致しました。この会社を通
して中国をはじめアジア等の海外
企業との協力関係を構築し、今後
自動車関係の金型生産、プレス加
工、溶接組立までの一貫生産も海
外で進めたいと考えています。
当社は、この南関町に移転・創
業しておよそ３０年になります。
このように事業が継続出来ました
のも、お客様と地域の方々のご協
力によるものと感謝しております。
これからも、お客様の様々なニー
ズにお応え出来るよう技術力の向
上を図り、地域とともに成長出来
るよう社員一同努力して参ります。

熊本ファミリー銀行
取締役頭取 林 謙治

当社は、ブラウン管テレビの
電子部品製造に始まり、半導
体・液晶関連製造装置まで幅広
い製品の製造を手掛けられる等、
時代のニーズに応じた「ものづ
くり」をされてこられました。
これも、常にお客様の要望を具
体的に実現出来る高い技術力に
よるものではないでしょうか。
現在、環境をはじめ新たな分野
にも取り組まれており、今後
益々の事業拡大により熊本県を
代表する企業に飛躍されますよ
う期待致します。

液晶製造装置 電子部品の説明 電子部品製造作業の説明

クリーンルーム内での製品の説明 電子基盤プレス加工の説明 左より杉本工場長、林頭取、古賀会長、古賀社長、
杉本支店長
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全国でも有数の品揃えを誇る陶磁
器卸売企業

ひがし その ぎ ぐん は

－当社は、地元である東彼杵郡波
さ み ちょう

佐見町の陶磁器「波佐見焼」をは
じめ有田焼や伊万里焼等肥前の陶
磁器やガラス器の卸売を行ってお
ります。
「波佐見焼」は、安土桃山時代

おお むら よし あき

に当時の藩主・大村善前が朝鮮半
島から陶工を招き、焼き物を造ら
せたのが始まりです。江戸地代に
は「くらわんか茶碗」と呼ばれる
藍色の染付で簡素な文様を描いた
ご飯茶碗などが数多く生産されま
したが、現在では、シンプルなデ
ザインの生活食器が主流となって
います。
当社の創業は１９４６年（昭和２１
年）で、先代が陶磁器の卸売を始
めました。創業当初から、大きな
商圏である東京や大阪を中心に地
道な営業を重ねたこともあり、戦
後の経済復興とともに売上も増え、
５７年（昭和３２年）には現在の「西海
陶器株式会社」に法人成りしました。
その後、当社は東京における営
業体制を拡充する中で、６９年（昭
和４４年）に世田谷に営業所を開設、
７７年（昭和５２年）には同じく世田
谷に自社倉庫を構え、大手百貨店
やスーパー等との直接取引を拡大
していきました。一般的に陶磁器

の卸の形態は、窯元の商品を集め
消費地に送り出す産地問屋と東京
等の大都市で小売店向けに販売す
る消費地問屋に分かれますが、当
社は早い時期より産地問屋であり
ながら、消費地問屋も兼ねること
で業容を拡大していき、現在の営
業基盤を構築しました。
今では、取り扱う品目は約２万
７千点を数え、全国でも有数の品
揃えを誇る卸売企業となっていま
す。当社はお取引先のニーズに迅
速に対応出来ることを身上に、陶
磁器卸売企業として創業以来６４
年務めて参りました。おかげさま
で全国およそ６百件のお取引先か
らご愛顧頂くまでに成長しています。

新市場開拓のために海外へ進出
－国内の陶磁器業界の市場規模を
みると、９０年（平成２年）以降減
少傾向が続き、０９年（平成２１年）
には約４百億円とピーク時の５分
の１程度まで落ち込む等、厳しい
状況が続いています。当社では新
たな市場の開拓の必要性を認識し、
陶磁器業界ではいち早く海外市場
への進出を図りました。波佐見焼
をはじめ陶磁器、特に和食器のＰ
Ｒ、販路拡大の為に９０年（平成２
年）にシンガポール、翌９１年（平
成３年）にアメリカ・ロサンゼル
ス、０９年（平成２１年）には中国・
大連に子会社を設立しました。
波佐見焼は、器が安定して持ち
やすい等機能性に優れていること
に加え、用途に応じて器の薄さを
調節することが出来る等細かな技
術も随所に盛り込まれています。

このような技術力の高さに対し、
海外のお客様からも高い評価を頂
いております。特に、大連は日本
への留学経験者も多いことから和
食器の人気も高く、お取引先も順
調に増加しました。引き続き中国
市場への事業拡大に注力しており、
今年は北京や上海、蘇州の百貨店
にも相次いで出店しています。

オリジナルブランドの設立により
新たな需要の発掘
－陶磁器は、技術力が高い、品質
の良い商品だからといって必ずし
も売れるというものではありませ
ん。したがって、我々卸売企業は、
消費者のニーズを汲み取りながら、
産地の職人の方々に、どういった
ものが求められているかを伝え、
窯元に造ってもらうことが重要だ
と思います。つまり、卸売企業は、
産地と消費者とを結ぶ「コーディ
ネーター」の役割を担っていると
考えます。
当社では、東京や海外等の消費
者のニーズをいち早く反映させた
商品を提供する為に、独自のブラ
ンド「ｅｓｓｅｎｃｅ」を０６年（平成
１８年）に立ち上げました。このブ
ランドのコンセプトは、食器等の
テーブルウェアだけに止まらず、
インテリア雑貨も含めて「暮らし
の中で豊かさを感じられるものづ
くり」をテーマに、より心地よい
時間・空間を感じられる焼き物を
造り続けたいとの想いが込められ
ています。鍵や楽器の形をモチー
フにした箸置きやアクセサリー等、
商品のデザインはこれまでの波佐

西海陶器 株式会社
代表取締役社長

児玉 盛介氏
■創 業：１９４６年５月 ■設 立：１９５７年１月

ひがし その ぎ ぐん は さ み ちょう

■所 在 地：長崎県東彼杵郡波佐見町 ■資 本 金：２億円
■従 業 員：１０２名
■事業内容：陶磁器・ガラス器卸
■事業拠点：長崎県東彼杵郡（九州本社、物流センター）、

東京都世田谷区（東京本社）、
兵庫県西宮市、アメリカ、シンガポール、中国（営業所）
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見焼にはない斬新なものですが、
色合いや繊細な技術は伝統を受け
継いだものとなっています。この
ような取り組みにより、これまで
陶磁器の購買層では少なかった若
年層が増えてきています。今後も
新しいブランドを通じた提案型の
販売を行い、新たな需要を発掘し
ていきたいと考えています。

「波佐見焼」ブランドの確立に向
けて
－今日まで波佐見焼は、他の陶磁
器産地と比較すると、知名度はあ
まり高くありませんでした。これ
は、波佐見地区で生産した陶磁器
でも有田駅や伊万里港から発送さ
れていた為、有田焼や伊万里焼と
して取り扱われていたことが大き
く影響しています。近年、波佐見
地区では陶磁器の産地表示を明確
にして、歴史のある波佐見焼ブラ
ンドをＰＲしようとする動きが出
てきました。当社では、今後海外
市場での波佐見焼の販売促進とブ
ランドの確立により一層努めて参
ります。そして、将来的に海外で
波佐見焼が「ＨＡＳＡＭＩＢＲＡ

ＮＤ」として評価されることによ
り、日本国内でも波佐見焼の知名
度が向上し、売上の増加に繋がる
ことを期待しています。また、地
域と波佐見焼の振興の為に「波
佐見焼振興会」が設立されていま
すが、０８年（平成２０年）私が会長
に就任しました。今後、波佐見焼
の伝統を継承しながら、新しい技
術も取り入れ、皆様に良質の日用
食器を提供していきたいと考えて
います。
更に、波佐見町および波佐見焼
の振興に繋がる活動には積極的に
参加したいと考えています。「グ
リーンクラフトツーリズム研究
会」は、波佐見町の陶磁器業に携
わる人達が中心となり発足しまし
た。ここでは、農作業や陶芸の体
験を通じて地域住民と観光客との
交流を深めることによる地域活性
化を目指しており、私もそのメン
バーとして活動しています。
これからも、一経営者として経
営に邁進するだけでなく、波佐見
地区の活性化を常に意識しながら、
従業員と一緒になって日々精進し
たいと思います。

親和銀行
取締役頭取 鬼木 和夫

当社は、陶磁器業界では先駆
けて産地と消費地とのマッチン
グを目指し、東京や海外へ進出
されたほか、オリジナルブラン
ドの創出による新たな需要を発
掘することに努められています。
また、社長様ご自身も波佐見焼
振興会の会長を務められており、
自社の経営だけではなく地域の
振興にもご尽力されている姿に
大変敬服致しました。これから
も、地域と共に当社が更に発展
されますことを祈念致します。

インテリア雑貨販売・ＨＡＮＡわくすい店舗内にて オリジナルブランド「ｅｓｓｅｎｃｅ」の商品説明 若手デザイナーの製造現場にて

伝統工芸品の前にて 波佐見焼のコーヒーカップを手に 左より小川支店長、鬼木頭取、児玉社長

07FFG調査月報 2011年1月



シンガポールに学ぶ経営戦略�
～アジアの時代の新発想～

九州大学大学院教授

丹羽 由一

前回に続き、ユニークな社会・経済運営で知

られるシンガポールの事例から今日の企業経営

のヒントを幾つかご紹介します。固定観念に囚

われない新たな発想に触れて頂き、グローバル

時代の経営戦略を考えるきっかけとして頂けれ

ば幸いです。

画期的な観光再生

観光振興は「古くて新しい」テーマです。日

本各地でも、国内からは都会のアクティブシニ

ア層など個客を主体に、温泉、癒し、グリーン

ツーリズム、産業遺産、窯元・酒蔵めぐりなど

をうたい文句に誘客を競い、一方海外からは韓

国、台湾、香港、中国などの団体客をゴルフや

ショッピングツアーに呼び込んでいます。観光

需要は輸送、宿泊、レジャー、施設利用、購買

など多岐にわたり、そのほとんどが労働集約型

であることから、「最も地域波及効果の大きな

産業」といわれ、地域経済の柱として期待を集

めています。

シンガポールにおいても事情は同様で、ハイ

テク、金融に次ぐ第三の産業として従来から育

成が図られ、マーライオンに象徴される「南洋

の近代都市国家」をキャッチフレーズに、かつ

ては日本などから団体ツアーを数多く集客した

ものでした。しかしその後はご存知のとおり、

ベトナム、カンボジア、タイ、マレーシア、イ

ンドネシアなど、より刺激的でエキゾチックな

近隣諸国にその座を奪われて、「ただの中継地」、

「二度行く必要はない」などと酷評され、マン

ネリの打破が強く求められていました。

そこでシンガポール政府は１９９６年に「観光再

生プラン」を打ち出し、反転攻勢に転じたわけ

ですが、実はこれには大変ユニークな発想が盛

り込まれていたのです。

寄稿

１９７７年 東京大学経済学部卒
日本開発銀行入行。

ハーバード大学客員研究員、大蔵省シニアエコノミスト、
日本経済研究所総務部長、日本政策投資銀行シンガポー
ル首席代表、えひめ地域政策研究センター常務理事を経
て２００８年より現職。著書に「アジアの経営・財務戦略３０
講」（晃洋書房）ほか。

シンガポールの夜景
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第一は、ビジネス客を観光の主体と位置づけ

たことです。プランのなかでは「観光の再定義」

と書かれていますが、要は従来型の物見遊山主

体のグループやファミリー客ではなく、いわゆ

る「出張族」にターゲットを絞り、出張してみ

たい街、仕事のあともう一泊してみたい街と呼

ばれることを目指したのです。もともとシンガ

ポールはシティリゾート型の観光地ですが、さ

らにこれに磨きをかけ、ボートキー、クラーク

キーといったリバーサイドレストラン街やオー

チャードストリートなど、いわゆるハイグレー

ドなナイトライフ環境を整備すると同時に、「シ

ンガポールエクスプローラー」と称される乗り

降り自由な周回型観光バスを走らせ、ビジネス

マンが単独で気楽にシンガポールを楽しめるよ

うな状況を作り上げたわけです。

この結果、それまでバンコクやバリ島で開か

れていたコンベンションや学会などがシンガ

ポールに戻り、また通常のビジネス客について

も滞在日数や客単価が大きく増加して、格安の

団体客相手では出来なかったような高級ホテル

やショッピング街、レストラン・クラブなどの

集積が一層進行することにつながったのです。

第二には、街そのものを観光施設にするとい

う発想です。シンガポールはよく知られた多民

族国家で、公用語も英語、中国語、マレー語、

タミール語の４つが認められ、例えば地下鉄の

駅名などは４カ国語で表記されています。また

それぞれの民族は宗教や食習慣が大きく異なる

ため、英国の植民地時代から居住区を別々にし

ていました。中国人はチャイナタウンに、マレー

人はゲイラン地区やアラブストリートに（図２）、

そしてインド人はリトルインディアにという具

合です。一歩足を踏み入れれば、そこは言葉も

人間も看板の文字も食べ物も臭いも、それぞれ

の母国そのものです。旅行者にとってはこの上

なく魅力的なエリアですが、近年ではご多聞に

漏れず再開発によって往時の面影を失いつつあ

りました。そこでこれらのエリアを、ちょうど

日本の伝統的まちなみ復元事業のように、まる

ごと昔の姿に復元するというプロジェクトを実

施したところ、図らずも大変垢抜けたスポット

が数多く誕生したのです。

いわば街中に「生きたテーマパーク」が幾つ

も出現したわけで、そこは入場無料で２４時間営

業であるばかりか、中で起こっていることはす

べて現実の生活、現実のやりとりという世界で、

何度訪れてもその度に違った顔を見せてくれま

す。リピーター確保という点では最も強力な観

光地と言えるでしょう。

第三には、住民をＰＲに参加させたことです。

なんと国内の全世帯に「See You in Singapore !」

と印刷されたくじ付き官製はがきが政府から配

布され、これが海外の友人・知人に一斉に発送

されたのです。当選くじの商品はシンガポール

航空の往復ペアチケットや一流ホテルの無料宿

泊券などで、これを受取った海外の人々は、送

り主の顔とともに、シンガポールのトロピカル

な街並みやホーカー（屋台街）のローカルフード

などが思い浮かび、「どこを案内してもらおう

かな」と南国での再会に思いを巡らせたことで

しょう。

実際にこの「まず友達を呼ぼう」というアイ

デアは予想以上に成功を収め、加えてリピー

ターの増加や「シンガポール愛好家」の育成に

つながりました。もともとシンガポールは一寸

訪れるだけではあまり感動はありませんが、滞

在を重ねる毎に面白さがわかってくるようなと

図２ アラブストリート
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図３ アジア・大洋州のＩＴ先進度
（２００５年時点）

（出所）ＩＭＤデータより作成

ころで、観光戦略としては国外に常連客を持つ

ことがことさら重要なのです。

このようにしてシンガポールは観光再生を果

たし、現在ではセントーサ島の大規模リノベー

ションやマリーナのカジノ建設などにも着手し

て、他のアジアンリゾートに十分太刀打ち出来

るところまできました。企業戦略へのインプリ

ケーションとしては、まさに既成概念に囚われ

ない画期的なマーケティングを見習うべきで

しょう。

ＩＴ立国への秘策

「ＩＴ立国」という言葉が日本で喧伝された

のはほんの１０年前、森内閣の重要政策に位置づ

けられたことが始まりでした。しかしシンガ

ポールでは当時すでに、官民あげてのＩＴ化が

ほぼ仕上げの段階を迎えており、それが今日の

「世界一効率的な国」の実現につながっている

ことは衆目の一致するところです。今日シンガ

ポールのビジネスや生活には、ＩＴが切っても

切り離せないほど浸透しています。幾つか例示

しますと、

�ｅバンキングやｅコマースはほぼ極限まで進
展しています。例えば街中に銀行の店舗はほと

んど無く、また店舗内の有人窓口もごくわずか

です。通常取引のほとんどはネットバンキング

を通じて行われ、銀行に行くのは口座開設や

ローン申込みなどに限られているのです。また

「キャッシュカード」と称されるｅマネーが広

く行き渡っているため、多額の現金を持ち歩く

人は少数です。

�ｅガバメントも世界最先端のレベルに達して
います。例えば税金の確定申告をはじめ、会社

設立、建築確認申請、商標登録、出生・死亡届、

婚姻・離婚届など通常の申請手続きは原則とし

てネット経由でしか出来ません。税務署や役所

の窓口に出向くのは特別な場合のみで、国勢調

査もｅメールで送付されて来ます。自動車運転

免許の受験申込みもネット経由でしか受け付け

られず、受験料は前出の「キャッシュカード」

をパソコンの外付けドライブに挿入して支払う

仕組みです。

�徹底した国民総背番号制が敷かれ、各人一つ
の番号で住民登録、出入国、年金、社会保険、

税金、銀行口座から自動車のナンバーや携帯電

話番号まですべて一元管理されています。悪用

さえされなければ、すべての手続きが極めて効

率的に進む仕掛けになっているわけです。実際

にスイスのＩＭＤ（経営開発国際研究所）が算定

した国別のＩＴ先進度指数をみても、シンガ

ポールは２００５年時点ですでに日本、香港、オー

ストラリアなどを抜いてアジア大洋州でトップ

の地位にあります（図３）。

このような最先端のＩＴ化が世界中の一流企

業や金融機関の集積につながり、シンガポール

はいまや世界のビジネスセンター、マネーセン

ターと称されるまでになりました。ビジネスの

世界でも初期の段階でいち早くＩＴ化を進めた

ところが結局競争に勝ったわけですが、そこで

のポイントは何でしょうか。

第一に、誰よりも早く手をつけることです。

シンガポール政府は７０年代から国際競争力向上

のため産業構造をより知識集約型に集約すべく、

次々と関連施策を打ち出しＩＴ国家の構築に取

り組んできました。さらに８１年の「ｅガバメン

トプラン」、８６年の「ナショナルＩＴプラン」、

９２年の「ＩＴ２０００プラン」、９６年の「シンガポー

ルワンプラン」に続き、９９年には専門官庁であ

る情報通信省をアジアで初めて設立し、２００１年

にはＩＴとエレクトロニクスを融合した「イン

寄稿
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フォコム２１プラン」を策定しました。これらの

強力な国家戦略で世界に先駆けてＩＴ化の旗手

となることにより、国民の理解と協力を取り付

けたのです。

第二に、徹底した普及活動を推進したことで

す。ＩＴ化は構成員すべてが加入することで飛

躍的な効果が生まれます。前出のｅバンキング

やｅガバメントも、全員がネット経由で行うこ

とではじめて旧来の非効率なシステムを廃止す

ることが出来、更に先進的なサービスを付加す

ることも可能となるのです。ひるがえって日本

ではいま「デジタルデバイド」が大きな問題に

なっています。貧困、高齢などからネットにア

クセスできない人が少しでも存在する限り、旧

来のサービスも並行して続けるほかありません。

しかしこれでは単に窓口を増やしただけでシス

テムの効率化には結びつかないのです。

そこでシンガポールでは旧来のサービスを停

止するという思い切った手段に出る一方、デジ

タルデバイド解消のため徹底した普及活動を展

開しました。電話会社（シンガポールテレコム）

を通じて半強制的にネット加入を進めたほか、

海外から輸入した中古パソコンを貧困世帯に無

料配布したり、街中の各所で無料のＩＴ教室を

開講したり、無料のアクセスポイント（ネット

に接続されたＰＣ）を設置したりして、なんと

かほぼ全世帯をネットに接続させることに成功

したのです。

第三には、大学が重要な役割を果たしている

ことも見逃せません。シンガポールの大学はそ

の運営が政府の完全なコントロール下にあり、

政府の経済戦略の一部として、人材育成、技術

開発を担当することで産学官の橋渡しの役割も

期待されています。「大学もシンガポールの経

済成長に一定の責任を負う」という認識の下、

従来よりＩＴ関連の研究・教育が重視され、加

えて海外との学術交流、研究者の誘致、スピン

アウトの奨励などにより、まさにＩＴ立国の拠

点として機能しているのです。例えばＩＴに欠

かせないベンチャービジネスの立ち上げに関し

ても、シンガポール大学に隣接してサイエンス

パークを整備し、そこでは極論すれば技術ひと

つ、ビジネスモデルひとつだけで起業できるよ

う、資金調達、スタッフ採用、会社設立、マー

ケティング、パートナー紹介、販路開拓など、

一切の支援体制が整っています。

以上のようなシンガポールのＩＴ化は、企業

のＩＴ化にとっても示唆するところが多いと思

われます。落ちこぼれを出さず徹底したネット

ワークを構築することにより、ＩＴの威力を最

大限に発揮させることは特に重要です。加えて

ＩＴリテラシー向上への配慮も見習うべき点で

す。「ＩＴ教育は外国語の習得と同じ」と言わ

れることがありますが、ＩＴ化とは単なる技能

の習得ではなく、構成員全員がインターナショ

ナルスタンダードを身につけるという話です。

それは単に理解するというレベルではなく、自

国語のように使いこなすことが求められ、もし

わからなければ恐らく取り残されてしまいます。

その意味で企業内のＩＴリテラシーの向上は大

変大きな意味を持っているのです。

更にシンガポールのＩＴ戦略には以下のよう

な企業経営の理念が隠されています。

� 何かを徹底的にやらなければ普通の国に

なってしまう

� 強力なリーダーシップがなければ国民が

ついてこない

� 他国の制度（欧米）、技術（日本）をうまく

導入する

いずれも「国」を「会社」と読み替えれば納

得頂けると思います。

ＳＡＲＳ対策にみる徹底した危機管理

皆さんはＳＡＲＳ（重症急性呼吸器症候群）騒

動をご記憶でしょうか。２００２年から２００３年にか

けてアジアを中心に猛威を振るった新型の伝染

病で、世界３２カ国で８，５００人の感染者と８００人を

超す死者を出し、関係各国をパニックに陥れま

した。ＳＡＲＳとは一体何だったのか、今になっ

て一連の経過を振り返ってみると幾つか重要な
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３．６ 国内最初の感染者確認

１４ 香港、ハノイ、広東省への渡航自粛を勧告

１７ ＳＡＲＳ専門病院指定（タントクセン病院）

２６ 国内最初の死者発生、すべての学校を１週間休校に

２８ 感染者の家族、同僚など約１５００名に自宅待機命令、病院への
見舞を禁止

３１ 空港でのチェック体制を強化、赤外線カメラ設置

４．３ 感染者１００名突破
自宅待機者および休校中の学童の親について、別枠の有給休
暇扱いにするよう企業に勧告

１０ 感染地域からの渡航労働者に１０日間の隔離を義務付け、集
会・握手の自粛を勧告

１３ 感染者１５０名、死者１０名突破

１９ 死者の出た青果市場を閉鎖、新たに約２４００名に自宅待機命令
ゴー首相「建国以来最大の危機」と国民に警告

２４ 国内の全世帯に体温計無償配布を決定、感染法改正（隔離違
反者への刑罰厳格化）

２８ 感染者２００名突破、国内全市場とフードセンターを閉鎖し一
斉消毒
政府によるＳＡＲＳ対応ＴＶチャンネル開設

５．１１ 最後の新規感染者確認

３１ ＷＴＯ感染国指定解除

表１ シンガポールのＳＡＲＳ対応（２００３年）

ことが浮かび上がってきます。第一に感染のス

ピードとその範囲が想像を超えるものであった

こと。第二に経済への影響が非常に深刻なもの

であったこと。そして第三としては、ＳＡＲＳ

への対策（危機管理）が国によってかなり異なっ

ていたことです。

第一の点に関しては、ＳＡＲＳは国際的な人

の交流がいかに激しいかを我々に再認識させま

した。世界はまさにボーダーレス化しつつあり、

他国の出来事が対岸の火事でないことをはっき

り見せつけられました。同様に第二の点につい

ても、各国の経済が他国抜きにしては語れない

ことが改めて明らかにされたといえます。ミャ

ンマーのように実質的な鎖国状態の国を別にす

れば、アジア各国の経済は日常的に一体化して

おり、特に近年、中国経済が急速に台頭するな

かで国際競合・分業関係は一層緊密なものに

なっています。当時各国の企業が実施した出張

自粛がどれほど経済にダメージを与えたか、例

えば日本国内で３ヵ月間九州への出入りを禁止

したら九州経済はどうなるか、想像に難くあり

ません。

そして第三のＳＡＲＳへの対応策の違いは、

各国の危機管理体制の差を明らかにしました。

シンガポールの徹底かつオープンな対応と、感

染源である中国の無責任な官僚的秘密主義はそ

の対照をなすものですが、これはそのまま両国

の社会システムの長所短所を浮き彫りにしてい

ます。この意味においては、ＳＡＲＳは単なる

伝染病にとどまらず、図らずも個々の社会の危

機管理能力を計測するリトマス試験紙のような

役割を果たしていたのです。

シンガポールでの最初のＳＡＲＳ感染者は、

２００３年３月６日に確認されました（表１）。いず

れも香港旅行からの帰国者で、後になって九龍

のホテルで中国人の感染者と同じエレベーター

に乗り合わせていたことが判明しました。その

後この３名の手当てをした医療スタッフと、病

院に見舞いに来た家族、友人、タクシー運転手

らに感染し、３週間後には感染者が２０名を超え

国民の間に急速に不安が広がりました。最終的

にはシンガポールにおける感染者総数は２００名

を超え、うち３３名が死亡するに至りました。ま

た感染の疑いがあるとして自宅待機を命じられ

た者は、最盛期には６，０００名に達し、国内のす

べての学校が最大３週間休校となったほか、感

染者が発生した青果市場も１０日間にわたり閉鎖

されるなど、市民生活にも大きな支障が生じま

した。そして２カ月の厳戒態勢を経てＳＡＲＳ

もようやく下火となり、５月３１日になってＷＨ

Ｏの感染国指定も解除されたのです。

ＳＡＲＳが猛威をふるうなか、貿易、多国籍

企業、観光、コンベンションなど国際経済活動

の上に成り立っているシンガポールが受けた影

響は甚大でした。２００３年第２四半期のＧＤＰ成

長率は前期比でマイナス１１．８％を記録し、２００１

年の米国テロによるリセッションからようやく

立ち直ろうとした矢先に、再び強烈なパンチを

受けたようなものでした。影響はすべての業界

に及びましたが、なかでも象徴的な事例を幾つ

か当時の新聞記事の見出しからご紹介します。

「日本の世界一周クルーズ客船、シンガポー

ル寄港中止－急遽シンガポール通過」

（２００３／４／１付Straits Times）

「米マイクロソフト社、シンガポール渡航を

寄稿
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禁止－シンガポール支社社員の出国も禁

止」（４／１付同上）

「シンガポール航空７４便減便、通算１９９便減－

客室乗務員２０６人の採用内定取消し」

（４／１４付Business Times）

「商談会・展示会の８０％キャンセル－セミコ

ンシンガポールも開催中止」（４／１５付同上）

「ディスカウントチェーンのワン９９、破綻－

外出者減り売上７０％減」（４／１６付同上）

「外国人観光客６１％減－ホテル稼働率２割台、

レストラン売上半減」（４／２１付同上）

このような状況のなかで、シンガポール政府

がとった措置は、極めて機敏かつ強力なもので

した。その強い意志は次のような当時のトップ

の発言からも窺えます。

「目下シンガポールは建国以来最大の危機下

にある」（ゴーチョクトン首相）

「これは戦争であり、我々は戦闘中である」

（リーシェンロン副首相）

では具体的に何をしたか、基本に置かれたの

は感染者の隔離徹底でした。すなわち海外から

の渡航者や帰国者を厳しくチェックし、ＳＡＲ

Ｓの疑いのある者は直ちに専門病院に隔離する

とともに、すでに国内で確認された患者と接触

した可能性のある者すべてを自宅に待機させま

した。

� 空港・港でのチェック

出入国者は全員、赤外線カメラまたは電子体

温計で体温を計測され、３８℃以上あると直ちに

専門病院に搬送され、検査を受けることになり

ます。従って他国からの旅行者も発熱すると出

国出来ません。

� 発熱者の隔離

専門病院以外では３８℃以上の患者を診察する

ことが禁止され、すべての病院では玄関前での

検温が義務付けられました。そこで３８℃以上あ

れば直ちに専門病院に搬送され、検査を受ける

ことになります。通常の風邪でも発熱すればま

ずは被疑者です。

� 感染ルート追跡

感染者は氏名と行動経路が公表され、接触し

た人を徹底的に洗い出します。またタクシーに

乗る際は、後で車両を特定することが出来るよ

うレシートを保管することが義務付けられました。

� 自宅待機命令

自宅待機を命じられた者は、１０日間の潜伏期

間中一歩たりとも外出出来ません。毎日３回以

上当局から在宅確認の電話がかかって来て、一

度でも応答しないと家の中に監視カメラが設置

されるとともに、本人の腕に犯罪者用の電子タ

グが付けられて、四六時中監視されます。それ

でも外出すると直ちに１万ドルの罰金または６

カ月の禁固刑に処せられます。

� 建物閉鎖

感染者が出た建物（オフィス、デパート、工

場、学校など）は数日間閉鎖され、従業員など

はその間全員が上記の自宅待機を命じられます。

� 体温チェック

国内の全世帯に無償で電子体温計を配布し、

自己管理を徹底させるとともに、街中で頻繁に

体温測定を実施し、３８℃以上ある者は病院に搬

送されます。実際に飲酒して真っ赤になった日

本人がこれにひっかかり、一晩病院で過ごした

例もありました。

以上シンガポールのＳＡＲＳ対応策にはかな

り極端と思われるところもありますが、その迅

速さと強力な措置及び徹底した情報公開は、企

業の危機管理に関しても参考になる点が多々あ

るように思われます。国際ビジネスの分野では

特に不測の事態が起こる可能性は常にあります。

たった３名の感染者が一国の生活と経済を非常

事態に陥れたことを忘れてはなりません。
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ＦＦＧグループにおける環境格付の取り組みについて
～“環境と金融”の経済的アプローチから～

ＦＦＧグループでは、２０１０年１１月、福岡銀行

を皮切りに「環境格付融資ＦＦＧ『エコ・ロー

ン』」の取り扱いを開始しました（２０１０年１２月に

は、熊本ファミリー銀行、親和銀行でも取り扱

いを開始）。今回は、“環境と金融”をテーマに

金融機関が「環境格付」融資に取り組む意義や

ＦＦＧグループにおける環境配慮活動などを中

心にご紹介したいと思います。

環境格付融資ＦＦＧ『エコ・ローン』の概要

ＦＦＧグループが取り扱いを開始した「環境

格付」融資とは……？

まず、この説明から始めます。「環境格付」融

資とは、「環境保全に取り組む企業の皆様に対

し、ＦＦＧグループが独自の環境評価基準（環

境評価項目）により評点化（評点化をもとに格付

ランクする）し、その格付ランクに応じて融資

金利の優遇を行う融資商品」です。言い換える

と、企業の皆様の環境経営に焦点を当て、どの

ような環境経営を行っているのかを評価し、そ

の評価内容を融資金利に反映させていく融資商

品と言うことが出来ます。

もちろん、融資の可否については、環境経営

の取り組みだけで判断するのではなく、財務内

容等を踏まえ総合的に判断することになります。

その環境格付融資ＦＦＧ『エコ・ローン』の

概要は、以下のとおりです（図表１）。

環境格付融資ＦＦＧ『エコ・ローン』を利用

される企業の皆様のメリットを改めてご紹介す

ると、

�環境格付結果に応じた低利の調達が可能

�ＦＦＧグループのホームページ上でニュー

スリリースすることにより、貴社の環境経

営をＰＲすることが出来る

産業調査

商 品 名 環境格付融資ＦＦＧ「エコ・ローン」

ご利用いただける方

１．環境配慮型経営を行う法人

（目安として「ＩＳＯ１４００１シリーズ」や「エコアクションポイント」を取得されて

いる企業）

２．環境格付が「Ａ」以上の法人

（所定の格付ランクが一定以上の法人）

資金使途 環境配慮型経営に必要な「運転資金」・「設備資金」

ご融資期間
運転資金：当行所定の期間

設備資金：対象設備の法定償却年数内

金 利 当行所定の金利（環境格付の評価に応じて最大０．３％の金利優遇）

担保・保証人 個別案件ごとに決定

ニュースリリース
ご希望に応じてＦＦＧホームページ上に環境格付の取り組みをニュースリリースいたし

ます

特 徴

・玄界灘や有明海など、地元九州での環境保全に向けた取り組みや活動を評価します。

具体的には「海・山・川の環境保全に向けた取り組み」、「地産地消の取り組み」など、

ＦＦＧオリジナルの評価項目で格付を行います。

・評価項目は９分野合計５９項目を設定しており、様々なステージにあった企業の皆様の

環境経営度を適正に評価することが可能となります。

図表１ 環境格付融資ＦＦＧ「エコ・ローン」の概要
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ということになります。

この他のメリットとして、ＩＳＯなどのライ

センス以外にも企業の皆様の環境への取り組み

を積極的に評価し、環境経営の“気づき”のお

手伝いを行う融資商品として、企業の皆様に広

く利用され始めています。

また今回、温暖化対策に配慮した設備投資を

行う企業の皆様に対し、借入利息を一定の条件

で国（環境省）が助成する「環境省利子補給制度」

の取り扱いも開始しています。

この制度は、環境格付融資ＦＦＧ『エコ・ロー

ン』の借入利息に対し、国（環境省）が助成する

ものです。図表２にて、「環境省利子補給制度」

の概要をご紹介します。

金融機関としてのＦＦＧグループの役割

環境格付融資ＦＦＧ『エコ・ローン』のイメー

ジが掴めたところで、次に金融機関であるＦＦ

Ｇグループが環境格付融資を取り扱う理由につ

いて考えてみたいと思います。

一般的に“環境と金融”を結びつけるキーワー

ドは、「ＣＳＲ（Corporate Social Responsibility企

業の社会的責任）」や「社会的使命」、あるいは

「地球温暖化防止」であることは間違いないで

しょう。しかし、金融機関が環境融資に取り組

む理由は、それだけではありません。経済学的

にもその役割が期待されているのです。

（ミクロ）経済学では、地球温暖化や大気汚染

などの「公害」問題と呼ばれる現象を「外部不

経済」の典型例として取り上げることが多くあ

ります。ここで言う「外部不経済」とは、平た

く言えば「ある企業の行動（生産活動や消費活

動などの経済活動）がその費用の支払いや補償

を行うことなく、他の企業や家計に対して地球

温暖化や大気汚染などといった不利益や損失を

及ぼすこと」と言い換えることができます。本

来であれば、この「外部不経済」は地球温暖化

や大気汚染などを引き起こした間接的な対価

（これを「社会的費用」といい、他の企業や個

人に対して不利益や損失を補償するコスト）と

して、費用認識される必要があります。

しかし、実際の市場メカニズムにおいては、

企業や家計の経済活動に対する直接的な「私的

費用」のみが費用（コスト）として認識されてお

り、「社会的費用」については、企業の生産活

動や社会活動とは無関係な費用（コスト）として

取り扱われています。

この状態を市場メカニズム全体から見ると、

制 度 名 地球温暖化対策加速化支援無利子融資利子補給金交付事業

取扱期限 平成２３年３月３１日

ご利用いただける方

１．地球温暖化対策にかかる設備投資を行う法人

２．「環境格付」を行い、一定以上の基準を満たす法人

３．ＣＯ２の削減にかかる誓約を行い、誓約書を提出した法人

資金使途 地球温暖化対策に必要な設備資金

ご融資期間 対象設備の法定償却年数内（原則）

金 利 当行所定の固定金利（環境格付に応じて最大０．３％の金利優遇）

利子補給 「借入日より３年間」、「融資利率の３％まで」利子補給が受けられる

担保・保証人 個別案件ごとに決定

そ の 他
・誓約した内容を達成できなかった場合、利子補給全額が返却となります

・利用には「借入審査」「環境審査」の他、環境省の許可が必要となります

図表２ 「環境省利子補給制度」の概要
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エコカー導入台数

福岡銀行 １４０台

親和銀行 ６０台

熊本ファミリー銀行 １０台

ＦＦＧグループ合計 ２１０台

図表３ ＦＦＧグループの導入実績

「社会的費用」が取り除かれた不適切な資源配

分の状況（地球温暖化や大気汚染などの「公害」

に対する不利益や損失などを補償するコストを

誰も支払っていない状況）として問題視される

ことになります。「社会的費用」を「私的費用」

として内部化しない（誰も負担しない）状態を放

置し続けていくと、当然ながら「外部不経済」

が更に悪化することになります。

この状態を（ミクロ）経済学的には「市場の失

敗」といい、‘市場メカニズムの外で起こる地

球温暖化や大気汚染などの「公害」問題（「外部

不経済」）の解決に対しては、（同じく）市場メカ

ニズムの外にある政府が税金等を課すことに

よってその解消を図ることが出来る（市場メカ

ニズムの外で行われる現象は、政府の役割が大

きい）’とする経済学者「Ａ・Ｃ・ピグー」の

理論が登場することになります。

日本でも「（改正）省エネ法（エネルギーの使

用の合理化に関する法律）」や「（改正）温対法（地

球温暖化対策の推進に関する法律）」など地球

温暖化（「外部不経済」）を抑制する法規制が整え

られつつあります。しかし、現実には前述の

「Ａ・Ｃ・ピグー」が提唱した様な温暖化ガス

を排出する企業や家計（「外部不経済」を生じさ

せる経済主体）に対する直接的で完全な形での

税負担は行われていないのが現状です。

このように、温暖化ガスの排出は地球温暖化

（「外部不経済」）を加速させる現象であることが

十分に理解されていても、結果としてその解決

に向けた取り組みは現在のところ不十分と言わ

ざるを得ません。

ここまで説明したところで、お気づきになら

れる方もいらっしゃると思いますが、既に環境

保全の取り組みを進めている企業の皆様は、こ

の「社会的費用」を一部「私的費用」として内

部化（費用化）した環境経営を行っているのです。

このように「外部不経済」を解決するべく積

極的に取り組まれている企業の皆様に対し、Ｆ

ＦＧグループが持つ資金の仲介機能を利用して、

「社会的費用」の一部を共に分かち合い、地球

温暖化の解消に向けた取り組みを目指した融資

商品が「環境格付融資ＦＦＧ『エコ・ローン』」

なのです。

ＦＦＧグループの環境配慮活動

ＦＦＧグループの環境格付融資に対する考え

方を（ミクロ）経済学を例に説明したところで、

今度はＦＦＧグループにおける最近の環境保全

の取り組みを一部ご紹介したいと思います。

�営業車のエコカー（ハイブリッド車）導入

営業店および本部で使用している営業車

（普通乗用車）の約７割にあたる２１０台をエ

コカーとして入れ替えました（図表３）。今

後、残り３割の営業車についても、順次エ

コカーへの導入を実施していく予定です。

�営業店舗等へのＬＥＤ照明導入

営業店舗（主にＡＴＭコーナー）及び関連

会社の一部の照明を「一般蛍光灯」から「Ｌ

ＥＤ蛍光灯」に交換しています。現在、順

次作業を実施しており、平成２２年度上半期

に福岡銀行のＡＴＭコーナー（店舗内外）約

３３０拠点、関連会社２社を対象に約５，０００本

の交換を実施しました（本施策の効果によ

りＣＯ２排出量で年間約１９１ｔの削減を計画

しています）。

産業調査
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また、平成２２年度下半期についても、親

和銀行及び熊本ファミリー銀行を含め約

５，０００本のＬＥＤ照明への交換を進めてい

く予定です。

�紙使用量の削減

現在、ＦＦＧグループ全体で年間約１億

枚のコピー用紙を使用していますが、全社

員が意識して「無駄な紙を無くす」、「効果

的な印刷方法（両面印刷・集約印刷等）を実

践する」ことで、現在の紙使用量の２０％削

減を目標に進めています。

�カーボンオフセットの取り組み

国内クレジット制度（ＣＯ２排出権の国内

取引制度）に基づいて福岡銀行が県下の２

社会福祉法人から購入したＣＯ２の排出権

を利用して、毎年福岡銀行の本店広場で

行っている「クリスマスイルミネーション」

にかかるＣＯ２排出量をオフセットしまし

た（カーボンオフセットとは、経済活動等

で排出したＣＯ２などの温暖化ガスを排出

権などを使って間接的に吸収しようとする

取り組みのことです）。

この他にも、福岡銀行の店舗展開における環

境配慮への取り組みをご紹介します（図表４）。

最後に

前述のとおり、ＦＦＧグループが金融機関と

して果たすべき役割やＦＦＧグループ自身が行

う環境配慮活動等について、説明を行ってきま

した。

繰り返しになりますが、「外部不経済」を解

消するためのコストである「社会的費用」は、

企業の生産活動や消費活動の中で内部化（費用

化）される時代が到来しています。

今後もＦＦＧグループでは、環境保全に取り

組まれる企業の皆様を金融機関としてお手伝い

させて頂くと同時に、企業の皆様の環境保全活

動を共有させて頂きたいと考えています。ＦＦ

Ｇグループ自身も環境配慮活動に積極的に努め

て参ります。

（真田 高充）

目 的 エコ手法 導入店舗

環境負荷の抑制
屋上緑化・敷地緑化

ＦＦＧ本社ビル（敷地緑化）

折尾支店（敷地緑化）

三萩野支店（屋上緑化）

複層ガラス・Ｌｏｗ‐Ｅガラス ＦＦＧ本社ビル・博多南支店

自然エネルギーの利用
太陽光発電システムの導入 ＦＦＧ本社ビル

昼光利用（トップライト等） 太宰府支店・博多南支店・伊田支店

エネルギーの効率向上

ＬＥＤ照明の採用

田主丸支店（ＡＴＭコーナー）

伊田支店（ＡＴＭコーナー）

本店営業部（１Ｆロビー）

ＦＦＧ本社ビル（ＥＶホール）

省エネ空調設備の導入
湊町支店・折尾支店・八幡支店

（氷蓄熱システムによる夜間電力の活用）

図表４ 福岡銀行の店舗展開の一例
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カンボジアの現状と今後の展望REPORT

アンコール遺跡群

世界各国が中国を主要マーケットと位置づけ、

同国への投資を行うようになって久しくなりま

したが、最近は様々な“チャイナリスク”の顕

在化もあって、リーマンショックをきっかけと

した景気後退局面以前に高まりを見せていた

「チャイナ・プラス・ワン」への動きが、再び

盛り上がりを見せてきています。

日系企業の「チャイナ・プラス・ワン」への

進出先としては、タイやベトナムが代表的です

が、この２国に挟まれているカンボジアにも注

目が集まっています。

私も今年９月に首都プノンペンを視察してき

ましたが、社会インフラがまだ脆弱であり、整

備にはまだまだ相当な時間が必要だと感じまし

た。一般的な意見として、現在のカンボジアは

タイの３０年前、ベトナムの１５年前の状況だと言

われています。今回は、発展途上のカンボジア

の現状と今後の展望についてご紹介します。

１．カンボジアの基礎情報

カンボジアはインドシナ半島西南部に位置す

る、面積が約１８．１万平方キロメートル（日本の

国土面積の約半分）の国で、タイ・ベトナム・

ラオスの３ヵ国と接しています。政治体制は立

憲君主制であり、外交の基本方針として中立・

非同盟を表明しています。人口は１，３４０万人

（２００８年）、民族は全体の９０％を占めるクメール

族を始め、チャム族・ベトナム系・中華系で構

成され、宗教は憲法により仏教が国教に定めら

れています。

公用語はクメール語ですが、２００９年の成人識

字率は７７．６％とアジア諸国の中では決して高い

水準ではありません。しかしながら、０８年の年

齢別就学率をみると、６～１４歳で８０．２％、１５～

１９歳で５１．８％、２０～２４歳で１４．４％と最近になっ

て就学率が高くなっていることが窺えます。

気候は熱帯モンスーン気候の為、５月から１０

月までは雨季、１１月から４月迄は乾季です。

２．カンボジアの経済状況

カンボジアの０９年のＧＤＰは約１０８億ドルと

経済規模は小さいものの、実質ＧＤＰ成長率を

見ると、０５年迄は順調に推移しており１３％を超

える成長も見られました。しかしながら、その

後は鈍化傾向となり０９年には金融危機等の要因

によってマイナス成長（▲２％）となりました。

海外リポート

２００４年 ２００５年 ２００６年 ２００７年 ２００８年 ２００９年

実質ＧＤＰ成長率 １０．３ １３．３ １０．８ １０．２ ６．７ ▲２．０

消費者物価上昇率 ３．９ ６．３ ６．１ ７．７ ２５．０ ▲０．７

表１ カンボジアの経済指標 （％）

（出所）ＩＭＦＷＥＯ
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また、消費者物価上昇率については、０８年に２５％

と大きく上昇しましたが、これは食料品・住

宅・住居費・医療費の高騰によるものが大きく、

特に食料品に関しては、この年の石油価格高騰

に伴う輸送費の上昇が影響していると考えられ

ます（表１）。

次に産業構造ですが、カンボジアの主要産業

は、観光業および縫製・皮革加工業です。特に

観光業における最大の観光資源は世界遺産で知

られるシェムリアップのアンコール遺跡群です。

産業別でのＧＤＰ構成をみても農業３２．５％、

工業２２．４％、サービス業４５．１％となっており、

他の東南アジア諸国に比べ、工業化の遅れが目

立っています（表２）。

３．カンボジアの投資環境

カンボジアは四半世紀に亘った内戦（ポル・

ポト政権下の内戦）によって、国内に産業が集

積されていないことから、外資企業の誘致に注

力しています。

その方策として、投資適格プロジェクト（Ｑ

ＩＰ）が挙げられます。カンボジア開発評議会

（ＣＤＣ）の審査を経てＱＩＰとして承認を受け、

最終投資登録証明書を受領した企業は、以下の

優遇措置を受けることが可能です。

� 法人所得税の免除

始動期間＋３年＋優先期間＝最大９年間

始動期間：最初に利益計上した年、また

は最初に売上計上した年から

３年のどちらか短い期間

優先期間：プロジェクト内容に基づき予

算法によって定められるもの

で最大３年間

� 輸入関税の免除

輸出志向型ＱＩＰ：原材料・建設資材・

生産設備等の輸入関

税を免除

国内志向型ＱＩＰ：建設資材・生産設備

の輸入関税を免除

またカンボジア国内には、現在経済特区とし

て認可を受けている地区が２１ヵ所あり、この特

区に入居する企業には前述の�、�の優遇に加

えて、付加価値税（ＶＡＴ）１０％が免除されます。

このように外資を誘致する為の各種優遇制度

を設けていますが、不動産の取得に関しては外

資に対する一部制限があります。

カンボジアでは、外国人や外国企業による土

地の所有は認められていません。しかしながら、

所有権に代わるものとして９９年間の土地リース

権が保障されています。この権利は更新や転売

することも可能です。

農 業 工 業 サービス業

カンボジア ３２．５ ２２．４ ４５．１

タイ １１．６ ４５．１ ４３．３

ベトナム ２２．１ ３９．７ ３８．２

シンガポール ０．１ ２６．０ ７４．０

インドネシア １４．４ ４８．１ ３７．５

マレーシア １０．１ ４７．６ ４２．３

表２ 東南アジア主要国産業別ＧＤＰ構成 （％）

（出所）アジア開発銀行 Key Indicators２００９年
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また、通貨の両替や国外向け送金に関しては、

特段の制限は有りません。

４．経済特区

前述のとおり、カンボジアには２１ヵ所（稼動

しているのは現行８ヵ所）の認可を受けた経済

特区がありますが、このうち９月にプノンペン

経済特区を視察してきましたのでご紹介します。

プノンペン経済特区は、プノンペン中心部か

ら２０�圏内にあり、車で約４０分程度の場所にあ

ります。株主構成はカンボジア華僑７８％、日系

企業２２％で、現地には日本人スタッフも常駐し

ています。インフラも充実しており、発電・浄

水・下水処理・通信の各施設が整備されていま

す。また、現地従業員向け宿泊施設の建設も随

時進められています。

１０年９月時点での入居状況は２０社（仮契約中

を含む）で、うち日系企業は８社です。日系企

業の業種は、婦人用革靴メーカー・大手食品

メーカー・電子コミック等生産・耐熱塗料等生

産・大手バイクメーカー・和裁メーカー等と

なっています。ある婦人用革靴メーカーの代表

者に話を伺ったところ、カンボジアのメリット

として低コストの労働力を集めやすい点を挙げ

られました。当初、技術習得に２ヵ月程度の期

間を要したものの、現在は順調に稼動しており、

採算面を含めてカンボジアへの進出は正解で

あったとの見解でした。

また、経済特区を管理している日本人代表の

方の話では、この特区にはカンボジア政府機関

も常駐しており、投資申請・輸出入申請・通関

手続・労働許可申請等のサービスを受けること

が可能で、利便性は非常に高いものの、問題点

を挙げるとすると、カンボジアは依然として電

力供給が不安定な為、電気を大量に使用する企

業の進出は、現状では電力コスト面が割高に

なっている点が挙げられます。

５．最後に

カンボジアは、タイやベトナムと比較すると

依然として様々な面で遅れていることは否めず、

所謂「チャイナ・プラス・ワン」というよりは、

「タイ、ベトナム・プラス・ワン」といった形

態での進出を検討するという位置づけが現段階

ではベターのようです。今後の課題としては、

インフラ整備の継続、電力不足解消の為の発電

施設建設等々が挙げられます。また、労働集約型

産業の誘致を促進する為にも、税制面等の優遇

だけでなく、廉価な労働力の優位性を活かした

労働者の育成にも注力していくことが重要です。

現地の日本人コンサルタントによると、今後

カンボジアへの進出を日系企業が検討する場合、

確かに廉価な労働力は魅力的ではあるものの、

カンボジアには特有の様々な問題もあることか

ら、それらの問題を十分に調査し、理解するこ

とが重要であるとの話がありました。その為に

は、検討の際に若干のコストを要してでも、現

地を熟知した専門家の活用が必要になってくる

のではないかと思われます。

日本政府によるＯＤＡや他の団体によるカン

ボジアへの支援は、国民にも広く認識されてお

り、日本に対するイメージは良好です。今後日

系企業が東南アジアの投資対象国の１つとして、

カンボジアを重要視する日が来るのも、そう遠

くはないかもしれません。

（香港駐在員事務所 末松 尚樹）

海外リポート
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はじめに
２０１０年１１月５日、中国遼寧省大連市の大連
フラマホテルにおいて、中国市場での販路拡
大やパートナー企業とのマッチング等を目的
として「大連－地方銀行合同ビジネス商談会」
が開催されました。今回は、その商談会の概
要についてご紹介します。

開催概要
当商談会は、ふくおかフィナンシャルグ

ループ（ＦＦＧ）３行（福岡銀行、熊本ファミ
リー銀行、親和銀行）、伊予銀行、京都銀行、
山陰合同銀行、八十二銀行、広島銀行、北洋
銀行の地方銀行９行と大連市人民政府による
主催ならびに福岡県、北九州市の共催にて、
昨年に続き２回目の開催となりました。
参加企業は、日系企業８４社、中国企業１２０

社の計２０４社にのぼり、業種ごとに機械工業
製品、食料品、その他の３つのグループに分
けられて商談が進められ、ＦＦＧのお取引先
については、主催銀行中最多となる１８社に参
加頂きました。

商談会の模様
商談に先立って行われた開会式には、参加

企業の他、中国側主催者を代表して大連市人
ゆう

民政府より于副秘書長、
りゅう

対外貿易経済合作
局副局長、日本側からは小幡福岡銀行副頭取
を始め各行役員および関係者が出席し、双方
代表の挨拶や写真撮影が和やかな雰囲気の中、
執り行われました。
開会式後の商談会は、大連市政府と各銀行

の駐在員事務所の協力により、事前に商談相

手を確定して行われました。
１商談あたり３０分という限られた時間でし

たが、真剣かつ活発な商談が繰り広げられ、
中には、中国企業にサンプルを試してもらい、
改良のポイントを発見された企業も見られま
した。
当商談会では、特に中国企業の積極的な姿

勢が見られ、商談予定以外の企業への訪問や、
会場のスタッフに商談希望業種の企業の空き
時間を尋ねられる等、多くの日系企業との繋
がりを作りたいという姿勢が強く感じられま
した。一方、日系企業も３０分という時間では
説明出来なかった部分を、商談会終了後にロ
ビーで説明されている姿も見られました。
総商談件数は８８７件と、前回比で３７件増加

しましたが、ＦＦＧのお取引先の商談件数は
１８２件と前回比１０９件の大幅増となりました。
中には、帰国後に再度訪中されて、更に商談
に臨まれた企業もありました。

アンケートより
参加企業にアンケート調査を実施したとこ

ろ、１０点満点中平均８．０点と評価も非常に高
く、約７割の企業から「次回も参加したい」
と回答がありました。具体的には、「予定よ
り多くの企業と商談が出来て満足」「初参加
であったが、自社製品のアピールが上手く出
来た」といった感想もありました。
ＦＦＧでは、今後も、海外向け販路拡大や

資材調達等を目的とした各種商談会を企画し
て参りますので、是非ともご活用下さい。

（大連駐在員事務所トレーニー 西野 洋平）

海外トピックス

「大連－地方銀行合同ビジネス商談会」開催

商談風景

商談会開会式
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「フード・アグリアイランド九州２０１０」「長崎・佐世保・雲仙
こだわり食材商談会」「キトラスフェア」を開催しました

ふくおかフィナンシャルグループ（以下、ＦＦＧ）は、１１月１８日に福岡銀行本店ビルにて食の商談会「フー

ド・アグリアイランド九州２０１０」と「長崎・佐世保・雲仙 こだわり食材商談会」（主催：長崎市・佐世保

市・雲仙市（以下、長崎３市）共催：ＦＦＧ）を同時開催しました。

また、当日は福岡銀行本店広場にて長崎３市の合同アンテナショップのＰＲイベント「キトラスフェア」も

開催しましたので、今回はそれらの模様を紹介致します。

九州の食の魅力とこだわりが

福岡に集結

ＦＦＧでは、昨年に引き続き九

州の食品をテーマとした展示商談

会「フード・アグリアイランド九

州２０１０」（出展企業６３社）と、長

崎３市が初めて合同で主催する

「長崎・佐世保・雲仙こだわり食

材商談会」（出展企業４１社）とを

同時開催致しました。

この商談会は、九州一円のＦＦ

Ｇ傘下３行の取引先のみならず、

長崎３市の食品関連企業の皆様に

も販路拡大に役立つ商談機会を提

供することを目的としております。

この２つの商談会は、１０４社が出

展する九州最大級の食品の展示商

談会となり、百貨店・スーパー・

商社・ホテル・病院・レストラン

などの食材仕入担当者など１千名

を越える方々が来場されました。

展示ブースではフリー商談が活発

に行われ、出展企業の「商品ＰＲ

の場」としては大変有効なものに

なったと思います。

満足度の高い商談を設定

展示会場でのフリー商談のほか

に、ＦＦＧのネットワークを活用

し、東京・大阪・福岡などの大手

百貨店、スーパーの催事・グロー

サリー（食料品）・生鮮など様々な

分野のバイヤー（２６社３１名）を招

聘し、事前に設定した個別商談会

も行いました。事務局であるＦＦ

Ｇビジネスコンサルティングが、

出展企業とバイヤーの双方に面談

希望を事前ヒアリングし、１社あ

たり３～４件、全体ではＦＦＧの

商談会として過去最多となる４０２

件の商談数を設定致しました。個

別商談は５階に常設しているビジ

ネスマッチングフロア等に会場を

移し、熱の入った商談が繰り広げ

られました。

バイヤーと出展企業のニーズを

きめ細かく商談に反映したことに

より、実施したアンケートでは「成

約もしくは継続中」とした商談が

全体の約５割の２００商談に上り、

多くの成果が見込まれます。

また、バイヤーからも「幅広い

食材が揃っており有益であった」

「九州の優れた商材が多数あり、

すぐに取引を開始したいものが

あった」など大変好評でした。

アンテナショップＰＲイベント

「キトラスフェア」も開催

当日は、福岡銀行本店広場で今

年１０月に福岡市博多区にオープ

ンした３市合同アンテナショップ

「長崎・佐世保・雲仙 ゆめ市場

キトラス」（ＦＦＧ調査月報２０１０

ＦＦＧニュース

展示商談風景（福岡銀行本店ビル１０階）

個別商談風景（ビジネスマッチングフロア他）
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年１１月号に掲載）のＰＲイベント

「キトラスフェア」も開催されＦ

ＦＧが後援を致しました。

オープニングセレモニーには、

田上長崎市長、末竹佐世保市副市

長並びに町田雲仙市副市長も参加

され、長崎市の田上市長が３市を

代表して「九州・アジアから多く

の人が集まる福岡で、３市の食材

や観光名所等をこの機会に知って

もらい、是非長崎へお越し頂きた

い」とご挨拶を頂きました。

会場では、長崎３市の特産品を
じゃ

販売するコーナーに加え、龍踊

り・させぼＹＯＳＡＫＯＩ（よさこ
こ きゅう

い踊り）・胡弓の演奏会など長崎

にゆかりのあるアトラクションが

行われ、本店広場は長崎一色に染

まりました。

中でも、観客を魅了したのが、

今年開催された「第１３回ＹＯＳＡ

ＫＯＩさせぼ祭り」で準大賞に輝

いた親和銀行行員によるよさこい

隊「Ｋｉｒａｒｉ」のパワー溢れる

演舞です。また、３市のミスやマ

スコット（ゆるキャラ）による、各

市の観光ＰＲも行われました。

この「キトラスフェア」には約

５千人の方々にご来場頂き、特産

品の販売コーナーでは準備した商

品が完売となる店舗もある等、長

崎３市の魅力を十分にお伝えする

ことが出来たと思います。

ＦＦＧの取り組み

ＦＦＧでは、お取引先企業の

様々なビジネスニーズにお応えす

べく、商談会やセミナー等を開催

しております。また、地域の金融

機関として社会貢献についても積

極的に取り組んでおります。

今後も、質の高いサービスのご

提供や社会貢献に繋がる取り組み

を行いＦＦＧのブランドスローガ

ン「あなたのいちばんに。」の実

現に努めて参ります。

（稲葉 修一）

長崎・佐世保・雲仙ゆめ市場「キトラス」
住 所：福岡市博多区上川端町１２‐２０ふくぎん博多ビル１階
交通手段：地下鉄「中洲川端駅」下車（５番出口すぐ）

西鉄バス「川端町・博多座前」下車すぐ
店内設置コーナー：物産品販売 営業時間１０：００～２０：００ ℡０９２‐２９２‐５９０６

テイクアウト 営業時間１０：００～２０：００
味わい処 営業時間１１：００～２３：００（１４：３０～１７：００はティータイム）

℡０９２‐２９２‐５９０７
トラベル 営業時間１０：００～１９：００ ℡０９２‐２９２‐５４６３

ホームページ：http://www.kitorasu.net 定休日：年中無休（年始年末を除く）

テープカット風景：右より、鬼木親和銀行頭取、末竹佐世保市副市長、田上長崎市長、
町田雲仙市副市長、荒木ＦＦＧビジネスコンサルティング社長

「Ｋｉｒａｒｉ」の演舞 ３市のマスコット

地図
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九州の鉱工業生産動向
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（出所）九州経済産業局 ※鉱工業生産指数…１ヵ月当たりの生産量を基準年を１００として品目ごとに指数化したもの。我が国の鉱業及び製造業の生産全体の動向を示す代表的な指数。
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［基調判断］……………持ち直しの動きは弱含みつつある
２０１０年１０月の九州地区の鉱工業生産指数（季節調整済）は、エコカー補助金制度が終了したことによ
る影響が大きい輸送機械や、夏場の猛暑による需要増の反動がみられた飲料類に加えて、１０月のたば
この値上げで食料品・たばこが大きく落ち込んだこと等から、前月比５．２％低下の９９．４と２ヵ月連続
で前月実績を下回りました。補助金制度終了や値上げ等、特殊要因の影響はありますが、生産活動は
これまでの持ち直しの動きがやや弱含みつつあります。

［業種別動向］……………輸送機械をはじめ１７業種中
１４業種がマイナスに寄与

業種別にみると、エコカー補助金制度の終了によって国内向け乗用車の生産が激減した輸送機械や、
期末月越えによる建設工事の減少で鉄骨等の生産も落ち込んだ金属製品に加えて、１０月の値上げ実施
によってたばこの生産が大きく減少した食料品・たばこ等、全１７業種中１４業種でマイナスに寄与しま
した。

九 州経済動向
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福岡県の最近の経済動向
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（出所）九州経済産業局

［福岡県の景気］……………持ち直しの動きが続いている

生産活動では、９月の総合指数は３ヵ月ぶりに低下しました。エコカー需要増等で前月好調だった

輸送機械や化学等で反動が見られたこと等が要因ですが、生産自体は高水準の状態が継続しており、

持ち直しの動きは続いています。

消費面では、大型小売店販売額は、飲食料品や季節商品等の販売が伸びたことから２７ヵ月ぶりに前

年比プラスとなりました。住宅建設も優遇制度等の効果もあって８ヵ月連続で前年実績を上回るなど、

総じて堅調に推移しています。

［生産活動］……………総合指数は３ヵ月ぶりに低下

９月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きをみ

ると、総合指数は前月比１．３％低下の９７．３と、３

ヵ月ぶりに低下しました。

主要業種では、前月エコカー需要増により生産

が好調だった輸送機械（同４．６％低下）や化学（同

４．７％低下）で反動が見られたものの、高水準での

生産が続いています。一方、液晶テレビの需要増

に伴うフラットパネルディスプレイ製造装置の生

産の伸びから一般機械は同６．４％上昇、鉄鋼も同

２．３％上昇しました。

［大型小売店］……………２７ヵ月ぶりに前年を上回る

１０月の大型小売店販売額については、百貨店で

は、物産展等の催事効果や下旬の気温低下に伴う

秋冬物衣料の需要増等から、前年同月比２．０％減

と前年割れは継続しながらも減少幅は縮小してい

ます。一方スーパーでは、前年より日曜が１日多

いことや、気温低下による鍋物需要等から飲食料

品が好調となり、同１．６％増加しました。

大型小売店全体でも、同０．１％増の５２６億円と２７

ヵ月ぶりに前年を上回りました。

福岡県経済動向
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福岡県経済動向

［住宅建設］……………８ヵ月連続で前年を上回る

１０月の新設住宅着工戸数は、前年同月比１２．６％

増の２，６６１戸と８ヵ月連続で前年を上回りました。

用途別をみると、住宅減税や住宅エコポイント

の効果等から、持家は同１１．６％増の９４９戸、分譲

は、マンション、一戸建てともに新規着工が伸び

同１０．０％増の５８３戸となりました。また、貸家も

同１５．０％増の１，１１９戸と前年を上回りました。

［公共工事］……………請負金額は４ヵ月連続でマイナス

１０月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年同月比５．３％減の１，０５１件、金額は同

１８．２％減の３６９億円と、請負金額は４ヵ月連続で

前年比マイナスとなりました。

発注者別にみると、下水処理場関連工事等の発

注により「県」で同９．０％増となったものの、公

共工事費の削減の動きの中で「国」（同４３．９％減）

や「独立行政法人等」（同２７．８％減）は大幅に前年

を下回りました。

［企業倒産］……………件数、負債総額ともに前年を下回る

１１月の福岡県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年同月比６．５％減の２９件、負債総

額は同４７．０％減の３０億円と、件数、負債総額共に

前年を下回りましたが、建設業を中心に、販売不

振等による１億円未満の小口の倒産は増加してい

ます。

福岡県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

福岡県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

福岡県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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熊本県の最近の経済動向
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（出所）九州経済産業局

［熊本県の景気］……………持ち直しの動きが続いている

生産活動では、９月の総合指数は自動車関連機器の生産が伸びた一般機械等が寄与したことで２ヵ

月連続の上昇となる等、持ち直しの動きが続いています。

住宅建設は、持家や分譲が増加したことから２ヵ月連続で前年を上回りました。大型小売店販売額

は、飲食料品や季節商品等が好調で、２４ヵ月ぶりに前年を上回りました。企業倒産は、大型倒産の発

生等から負債総額は前年を上回っています。

［生産活動］……………総合指数は２ヵ月連続で上昇

９月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は前月比４．９％上昇の１０７．９と２ヵ

月連続で上昇しました。

主要業種別にみると、エコカー需要による自動

車関連機器の生産が伸びたことから一般機械は同

９．３％上昇しました。また、電子部品・デバイス

では同４．９％低下しましたが、生産は高水準を維

持しています。

［大型小売店］……………２４ヵ月ぶりに前年を上回る

１０月の大型小売店販売額は、前年同月比０．８％

増の１３８億円と、２４ヵ月ぶりに前年を上回りました。

商品別でみると、主力の衣料品は同２．５％減と

低調でしたが、気温が低くなった影響から秋冬物

の需要が伸び、減少幅は縮小しました。一方、飲

食料品が同２．０％増となったほか、季節商品の売

上も増加したことからその他の商品が同３．３％増

となる等、前年を上回りました。

熊本県経済動向
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熊本県経済動向

［住宅建設］……………２ヵ月連続で前年を上回る

１０月の新設住宅着工戸数は、前年同月比１３．４％

増の７３５戸と２ヵ月連続で前年を上回りました。

用途別にみると、住宅減税等の影響により持家

は同２５．５％増の４２３戸、分譲は一戸建ての新規着

工により同１４．６％増の５５戸となりました。また、

貸家も昨年落ち込んだ反動から同４．９％増の２５６戸

と前年比プラスとなりました。

［公共工事］……………件数、請負金額ともに前年を下回る

１０月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年同月比７．７％減の７１７件、金額が同

１８．５％減の２０２億円となり、件数、請負金額とも

に前年を大幅に下回りました。

発注者別の請負金額をみると、県営住宅や校舎

改築工事等により「県」で同６．２％増となったも

のの、「国」で同７７．４％減、「独立行政法人等」で

４０．９％減と落ち込みました。

［企業倒産］……………大型倒産の発生により負債総額は前年を上回る

１１月の熊本県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数は前年同月比２３．１％減の１０件、負債

総額は同２１．１％増の１９億円となりました。

飲食関連企業による大型倒産（負債総額約１３億

円）が発生したことにより、負債総額は前年を上

回りました。また、建設業を中心とした小口の倒

産も増加しています。

熊本県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

熊本県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

熊本県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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長崎県の最近の経済動向
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長崎県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）

（出所）長崎県
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［長崎県の景気］……………持ち直しの動きが続いている

生産活動では、９月は電子部品・デバイスや一般機械の生産低下が全体を押し下げ、総合指数は２

ヵ月ぶりに低下しました。しかし、生産自体は依然高い水準にあるなど、持ち直しの動きが続いてい

ます。

大型小売店販売額は、季節要因により衣料品の販売が持ち直したことや、季節商品等の売上が好調

だったこと等により４ヵ月連続で前年を上回っています。住宅建設は、持家や貸家が減少したことに

より４ヵ月ぶりに前年を下回りました。また、企業倒産は、件数、負債総額ともに低水準で推移して

います。

［生産活動］……………総合指数は２ヵ月ぶりに低下

９月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きをみ

ると、総合指数は前月比１０．８％低下し１３４．６と、

２ヵ月ぶりに低下しました。

業種別でみると、一時的な生産調整により電子

部品・デバイスは同１７．５％低下、一般機械も同

１２．３％低下したものの、高水準での生産が続いて

います。また、新造船の生産が伸びた輸送機械で

同１３．３％上昇しました。

［大型小売店］……………４ヵ月連続で前年を上回る

１０月の大型小売店販売額は、前年同月比２．９％

増の９３億円と、４ヵ月連続で前年を上回りました。

商品別では、主力の衣料品は、気温の変化によ

り秋冬物の販売が持ち直し同０．４％減と、減少幅

は縮小しました。一方、液晶テレビ等エコポイン

ト対象家電や防寒対策の為の季節商品等の売上が

好調だったことにより、全体では前年を上回りま

した。

長崎県経済動向
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長崎県経済動向

［住宅建設］……………４ヵ月ぶりに前年を下回る

１０月の新設住宅着工戸数は、前年同月比１７．０％

減の５０４戸と４ヵ月ぶりに前年を下回りました。

用途別にみると、分譲は一戸建てのほか、長崎

市内でのマンションの新規着工により同６７．９％増

の９４戸と前年を上回りました。一方、持家は前年

並みながら同５．０％減の２１１戸、貸家は昨年大口案

件の着工があった反動から同３９．３％減の１９８戸と

なりました。

［公共工事］……………件数、請負金額ともに前年を上回る

１０月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年同月比１５．０％増の５８９件、金額が同

５．８％増の１７９億円と、件数は７ヵ月ぶり、請負金

額は４ヵ月ぶりに前年を上回りました。

発注者別の請負金額をみると、昨年大型案件の

発注があった反動から「国」で同６５．１％減となっ

たものの、橋梁工事等の発注により「県」で同

２７．２％増、「市町村」で同６．９％増と伸び、全体を

押し上げました。

［企業倒産］……………件数、負債総額ともに低水準で推移

１１月の長崎県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年同月比６０．０％減の４件、負債

総額が同７５．７％減の６億円となりました。

厳しい経営環境が続く中、「中小企業金融円滑

化法」施行以降、件数、負債総額ともに低水準で

推移しています。

長崎県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

長崎県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

長崎県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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経済指標｜全国のデータ�

項目

年月

新設住宅着工戸数 企業物価指数
（２００５年＝１００）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

大型小売店
販売額

乗用車

合計 持家 貸家 分譲 乗用車新規登録台数

戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 指数 前年比（％） 億円 前年比（％） 台 前年比（％）

２００７年 １，０６０，７４１ ▲１７．８ ▲１２．２ ▲１８．７ ▲２２．３ １０４．０ １．８ １００．３ ０．１ ２１１，９８８ ０．３ ２，９４５，６６８ ▲５．８
２００８年 １，０９３，４８５ ３．１ １．２ ５．２ １．８ １０８．７ ４．５ １０１．７ １．４ ２０９，５１１ ▲１．２ ２，７９３，６２６ ▲５．２
２００９年 ７８８，４１０ ▲２７．９ ▲１０．６ ▲３０．８ ▲４３．７ １０３．０ ▲５．３ １００．３ ▲１．４ １９７，７５８ ▲５．６ ２，６３４，０４８ ▲５．７
２００９．９ ６１，１８１ ▲３７．０ ▲１９．７ ▲３９．０ ▲５２．５ １０２．９ ▲７．９ １００．４ ▲２．２ １４，９３９ ▲４．２ ２９３，７０５ ９．２

１０ ６７，１２０ ▲２７．１ ▲４．９ ▲３５．６ ▲４０．６ １０２．１ ▲６．８ １００．０ ▲２．５ １５，６０９ ▲６．４ ２４０，１６９ １８．８
１１ ６８，１９８ ▲１９．１ ８．３ ▲２５．３ ▲３８．２ １０２．１ ▲５．０ ９９．８ ▲１．９ １６，２１５ ▲９．０ ２６７，７０６ ４４．０
１２ ６９，２９８ ▲１５．７ ３．０ ▲２２．７ ▲２７．４ １０２．２ ▲３．８ ９９．６ ▲１．７ ２０，６９１ ▲４．２ ２２９，６２０ ４５．４

２０１０．１ ６４，９５１ ▲８．１ ５．４ ▲１４．５ ▲１１．７ １０２．３ ▲２．２ ９９．４ ▲１．３ １７，１４７ ▲５．１ ２１８，７７５ ４２．７
２ ５６，５２７ ▲９．３ ２．９ ▲８．４ ▲２５．６ １０２．４ ▲１．６ ９９．３ ▲１．１ １４，０２３ ▲３．４ ２６８，７２０ ３８．９
３ ６５，００８ ▲２．４ ３．２ ▲１２．５ ８．８ １０２．６ ▲１．３ ９９．６ ▲１．１ １５，８３１ ▲４．１ ４０１，５２５ ４０．６
４ ６６，５６８ ０．６ ２．３ ▲７．０ ２７．４ １０３．０ ▲０．２ ９９．６ ▲１．２ １５，４６３ ▲３．１ ２００，２５２ ３６．９
５ ５９，９１１ ▲４．６ ４．８ ▲１３．５ ０．８ １０３．３ ０．５ ９９．７ ▲０．９ １５，６５６ ▲３．２ ２０６，９３３ ２９．８
６ ６８，６８８ ０．６ ４．４ ▲１０．９ ２４．６ １０２．８ ０．４ ９９．７ ▲０．７ １５，６３４ ▲２．４ ２６５，３７２ ２０．９
７ ６８，７８５ ４．３ ４．４ ▲５．９ ２７．２ １０２．８ ▲０．１ ９９．２ ▲０．９ １７，１８９ ▲１．０ ３０７，０１５ １５．５
８ ７１，９７２ ２０．５ １５．５ １６．９ ３５．２ １０２．８ ０．０ ９９．５ ▲０．９ １５，５００ ▲１．３ ２６７，４２６ ４８．９
９ ７１，９９８ １７．７ １２．９ ２．２ ５８．９ １０２．８ ▲０．１ ９９．８ ▲０．６ １４，７７８ ▲１．１ ２７８，００２ ▲５．３
１０ ７１，３９０ ６．４ １０．４ ▲９．０ ３７．１ １０２．９ ０．８ １００．２ ０．２ １５，８０９ １．３ １７１，３７４ ▲２８．６

出所 国土交通省 日本銀行 総務省 経済産業省 日本自動車販売協会連合会

項目

年月

鉱工業指数
（２００５年＝１００）

機械受注金額
（船舶・電力
を除く民需）

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）生産指数 出荷指数 在庫指数 輸出金額 輸入金額

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 前月（年）比（％） 前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 １０７．４ １．３ １０７．８ ３．１ １０３．９ １．７ ▲４．０ １１．５ ８．６ １１９，２６８ ▲１．３ ８９，７２２ ▲１０．３
２００８年 １０３．８ ▲３．３ １０４．３ ▲３．２ １０６．７ ２．７ ▲６．０ ▲３．５ ８．０ １１５，９０１ ▲２．８ ９９，７４１ １１．２
２００９年 ８１．１ ▲２１．９ ８２．１ ▲２１．３ ９７．２ ▲８．９ ▲２６．９ ▲３３．１ ▲３４．８ １２７，１２０ ９．７ ７７，８３６ ▲２２．０
２００９．９ ８４．６ ▲１７．５ ８５．６ ▲１６．２ ９４．４ ▲１２．１ １０．５ ▲３０．６ ▲３６．８ １４，３１４ ２２．１ ５，０５４ ▲３２．８

１０ ８５．９ ▲１４．４ ８７．５ ▲１２．４ ９３．１ ▲１４．３ ▲４．５ ▲２３．２ ▲３５．５ １２，６６５ ８．３ ５，９３２ ▲２９．９
１１ ８８．１ ▲２．９ ８８．８ ▲２．２ ９３．２ ▲１４．２ ▲１１．３ ▲６．３ ▲１６．７ ８，４４１ ▲０．０ ６，７３３ ▲７．８
１２ ９０．４ ６．４ ９０．９ ６．３ ９３．０ ▲１４．６ ２０．１ １２．０ ▲５．５ ８，６５８ １０．３ ６，１０２ ▲３０．８

２０１０．１ ９４．３ １８．９ ９５．０ ２０．１ ９４．０ ▲１２．３ ▲３．７ ４０．９ ８．８ ５，７９１ ▲３．８ ５，９６５ ▲２２．０
２ ９３．７ ３１．３ ９４．８ ２９．０ ９５．５ ▲７．５ ▲５．４ ４５．３ ２９．５ ５，７９０ ▲８．８ ６，７４３ ▲１４．７
３ ９４．８ ３１．８ ９６．７ ２９．９ ９４．０ ▲６．０ ７．０ ４３．５ ２０．６ １３，４１１ ▲１６．０ ７，８０８ １８．８
４ ９６．０ ２５．９ ９８．１ ２７．１ ９４．６ ▲３．４ ４．０ ４０．４ ２４．２ １３，２７８ ▲０．１ ５，８５０ ▲４．２
５ ９６．１ ２０．４ ９６．４ ２１．０ ９６．５ ▲０．８ ▲９．１ ３２．１ ３３．４ ７，４０２ ▲５．９ ５，７１９ ８．１
６ ９５．０ １７．３ ９６．６ １８．１ ９７．２ １．２ １．６ ２７．７ ２６．１ １０，３３８ ▲５．８ ６，２８３ ▲６．４
７ ９４．８ １４．２ ９６．５ １４．７ ９６．７ １．３ ８．８ ２３．５ １５．７ １１，４１０ ▲８．８ ６，９５１ ▲７．９
８ ９４．３ １５．１ ９５．７ １５．８ ９７．５ ２．６ １０．１ １５．５ １７．９ ９，２１６ ▲８．４ ６，３１５ １．３
９ ９２．８ １１．５ ９５．２ １２．６ ９７．６ ３．４ ▲１０．３ １４．３ １０．０ １１，６２０ ▲１８．８ ７，４９８ ４８．４
１０ ９０．９ ４．３ ９２．３ ４．１ ９６．６ ３．８ ▲１．４ ７．８ ８．８ １０，３６７ ▲１８．１ ６，３８６ ７．６

出所 経済産業省 内閣府 財務省 西日本建設業保証 国土交通省

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

完全
失業率

倒産件数 預金残高 貸金残高
可処分所得 消費支出

軽乗用車販売台数

台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 ％ 件 前年比（％） 百億円 前年比（％） 百億円 前年比（％）

２００７年 １，４４７，１０６ ▲４．０ ４４２，５０５ ０．２ ３２３，４５９ １．０ １．０４ ３．９ １４，０９１ ６．４ ５４，２５１ ３．０ ４０，４４０ １．０
２００８年 １，４２６，９７９ ▲１．４ ４４２，７４９ ０．１ ３２４，９２９ ０．５ ０．８８ ４．０ １５，６４６ １１．０ ５５，３６９ ２．１ ４２，１４７ ４．２
２００９年 １，２８３，４２９ ▲１０．１ ４２７，９１２ ▲３．４ ３１９，０６０ ▲１．８ ０．４８ ５．１ １５，４８０ ▲１．１ ５６，７２０ ２．４ ４１，６６２ ▲１．２
２００９．９ １１９，７４３ ▲６．３ ３４８，７８５ ▲２．９ ３０１，７９６ ▲１．９ ０．４３ ５．３ １，１５５ ▲１８．０ ５６，４２５ ２．７ ４１，６６９ ２．６

１０ ９８，６０６ ▲１２．２ ３８７，０４８ ▲４．７ ３０６，３９９ ▲２．３ ０．４３ ５．１ １，２６１ ▲１１．８ ５５，９７４ ２．７ ４１，４４５ １．３
１１ １００，２７１ ▲８．２ ３５４，７５３ ▲３．２ ３０３，５６４ ▲２．１ ０．４３ ５．２ １，１３２ ▲１１．４ ５６，５０５ ２．４ ４１，３６１ ▲０．０
１２ ９１，１９９ ▲２．７ ７６８，３８６ ▲６．４ ３５９，２５４ ▲１．７ ０．４３ ５．１ １，１３６ ▲１６．６ ５６，７２０ ２．４ ４１，６６２ ▲１．２

２０１０．１ ９９，９０６ ▲２．２ ３６２，２２７ ▲１．９ ３２１，６３３ ▲０．０ ０．４６ ４．９ １，０６３ ▲２１．８ ５６，５９１ ２．７ ４１，４０４ ▲１．１
２ １２５，２１２ ▲３．９ ３９１，０４２ ０．２ ２８５，２１１ ▲３．５ ０．４７ ４．９ １，０９０ ▲１７．３ ５６，８３７ ２．３ ４１，３８３ ▲１．３
３ １７７，５１１ ０．２ ３６２，４６６ ▲１．０ ３５２，５５２ ２．３ ０．４９ ５．０ １，３１４ ▲１４．５ ５７，９６１ ２．６ ４１，６１７ ▲１．４
４ ９７，９６８ ９．４ ３８３，９８０ ▲０．６ ３３１，６２１ ▲３．７ ０．４８ ５．１ １，１５４ ▲１３．２ ５７，７６５ ２．４ ４１，０４３ ▲１．８
５ ９３，４８８ １０．０ ３２０，５４２ ▲６．２ ３０３，３２６ ▲４．４ ０．５０ ５．２ １，０２１ ▲１５．１ ５７，９７８ ３．０ ４０，８９２ ▲１．９
６ １１１，２３７ １１．７ ５９９，６６９ ６．５ ２９７，８０９ ▲０．５ ０．５２ ５．３ １，１４８ ▲１９．３ ５７，９９６ ２．０ ４０，９４４ ▲１．６
７ １１３，１９６ ６．５ ４６３，４４７ ▲１．３ ３１６，６５９ ０．０ ０．５３ ５．２ １，０６６ ▲２３．１ ５７，３５４ １．９ ４０，８５８ ▲１．６
８ １０１，４３３ ２１．１ ３８８，４７８ ▲０．３ ３２３，７５８ １．８ ０．５４ ５．１ １，０６４ ▲１４．３ ５７，４０９ ２．３ ４０，６７５ ▲１．７
９ １２２，３８０ ２．２ ３５２，２４４ １．０ ３０７，４３７ １．９ ０．５５ ５．０ １，１０２ ▲４．６ ５７，７５２ ２．４ ４１，０４４ ▲１．５
１０ ７９，８５２ ▲１９．０ ４１９，５３２ ８．４ ３２０，７２７ ４．７ ０．５６ ５．１ １，１３６ ▲９．９ ５７，３０２ ２．４ ４０，６７７ ▲１．９

出所 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 総務省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） ｐは速報値、ｒは修正値。鉱工業指数は、前年同期比の値と年間の指数は原数値、月間の指数は季節調整値。機械受注金額は、年間は前年比、月間は前月比。大

型小売店販売額は、店舗調整前の値。家計消費支出の前年比は、名目値の前年比。可処分所得・消費支出は、２人以上の世帯のうち勤労者世帯（農林漁家世帯を含
む）。有効求人倍率は、年間は実数値、月間は季節調整値。新規学卒を除きパートタイムを含む。完全失業率は季節調整値。預貸金残高は年末、月末残高。都市銀
行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行、長期信用銀行の合計、ただし、特別国際金融取引勘定を含まない。
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経済指標｜福岡県のデータ�

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 福岡市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００７年 １７．０ １１．６ ４，６７３ ９．９ ３，６６１ ２．１ ４５，０６６ ▲２３．６ ▲９．８ ▲２１．１ ▲４０．２ １００．０ ▲０．１ ７１６，６９９ １．０
２００８年 ８．４ ２．２ ４，２６２ ▲８．８ ３，６８０ ０．５ ４７，１３９ ４．６ ０．３ ▲３．０ ３０．３ １０１．０ １．０ ７００，４５１ ▲２．３
２００９年 ▲３３．２ ▲３５．０ ３，９６５ ▲７．０ ２，３１０ ▲３７．２ ２８，９９７ ▲３８．５ ▲１０．５ ▲４６．６ ▲４５．５ ９９．６ ▲１．３ ６６３，７７２ ▲５．２
２００９．９ ▲３６．９ ▲３５．７ ４７９ ２５．３ ２８３ ▲７．１ ２，０７８ ▲４９．０ ▲１７．７ ▲４８．３ ▲８０．４ ９９．８ ▲２．０ ４９，３１５ ▲２．６

１０ ▲２７．７ ▲３４．５ ４５１ ▲０．７ ２５９ ▲３３．３ ２，３６４ ▲３３．０ ▲１．６ ▲４５．２ ▲３３．３ ９９．４ ▲２．３ ５２，５９４ ▲４．７
１１ ▲１９．１ ▲２２．６ ２５２ ▲１０．０ １９８ ３．２ ２，４５１ ▲２２．３ １０．８ ▲３３．８ ▲２４．２ ９８．９ ▲２．１ ５２，８３２ ▲９．６
１２ ２３．１ ▲１２．９ ２７９ １８．７ ２１３ ▲１８．２ ２，７４７ ▲１９．３ ▲２．０ ▲３０．４ ▲１１．４ ９８．７ ▲１．９ ７３，３０２ ▲４．０

２０１０．１ ５０．９ ６．５ ２３２ ５．６ １４０ ▲１５．５ ２，０２３ ▲２４．５ １８．９ ▲５２．３ ３２．２ ９８．５ ▲１．６ ５７，６６３ ▲４．２
２ ６９．１ ２５．４ ２０５ ２５．１ ５７ ▲５９．０ ２，３６４ ▲１７．５ ６．５ ２６．５ ▲７６．５ ９８．５ ▲１．１ ４６，２５１ ▲３．６
３ ６９．７ ２１．３ ５４２ ２３．３ ４５６ １１５．２ ３，１８９ ２６．１ ６．４ ▲３．９ １４６．７ ９９．２ ▲０．６ ５１，６８１ ▲４．６
４ ３０．４ ２１．４ ４３２ ▲３．５ １３９ ▲３．４ ２，６２５ １５．９ １１．３ １８．３ １７．３ ９８．６ ▲１．６ ５０，０５１ ▲５．１
５ ４２．１ １８．２ ２２１ ０．６ ２３８ １９．１ ２，４１３ １．９ １９．３ ５４．２ ▲６８．１ ９８．９ ▲１．１ ５１，３９１ ▲５．２
６ ２１．７ １９．７ ２７２ １１．６ １９３ １．４ ２，５８４ ５．９ ▲２．０ １７．４ ３０．９ ９８．９ ▲０．８ ４９，４１４ ▲４．１
７ ３０．７ １４．６ ３６１ ▲６．８ ３７８ ２０６．０ ２，４４１ ７．２ ▲２．２ ▲２．９ １９．１ ９８．６ ▲０．９ ６０，０６６ ▲２．０
８ ２０．１ ２６．７ ３５７ ▲７．３ １６４ ▲９．８ ２，９３１ ５１．２ ２８．７ ３５．１ １７１．８ ９９．０ ▲０．７ ５１，６４４ ▲３．８
９ ２０．３ １０．６ ４４６ ▲６．９ ２０５ ▲２７．６ ２，１１２ １．６ ２０．６ ▲１４．２ ２６．５ ９９．２ ▲０．６ ４８，５３２ ▲１．６
１０ ２０．４ ７．９ ３６９ ▲１８．２ １６０ ▲３８．１ ２，６６１ １２．６ １１．６ １５．０ １０．０ ９９．４ ０．０ ５２，６２８ ０．１

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 鉄鋼 電気機械 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００７年 １０２．４ ▲０．２ １０５．９ ３．３ １１３．６ ３．９ １０１．２ ２．９ １１２．３ ４．６ １０２．７ ▲０．３ １２２．３ ７．４
２００８年 １０２．７ ０．３ １００．８ ▲４．９ １１６．３ ２．４ １１３．７ １２．４ １１３．４ １．０ １０１．６ ▲１．１ １２２．１ ▲０．１
２００９年 ７９．６ ▲２２．５ ７６．０ ▲２４．６ ７１．８ ▲３８．３ ７２．７ ▲３６．１ ７９．６ ▲２９．８ ７８．４ ▲２２．８ １１３．３ ▲７．３
２００９．９ ８５．３ ▲１４．２ ８４．５ ▲１３．２ ７２．６ ▲３６．７ ７０．７ ▲３７．２ ９６．３ ▲８．７ ８５．４ ▲１２．７ １０５．６ ▲９．４

１０ ８３．６ ▲１１．９ ８６．７ ▲１４．４ ６９．２ ▲３６．２ ６７．７ ▲３９．６ ９２．０ ▲２．０ ８３．４ ▲１０．２ １０３．０ ▲１３．２
１１ ８４．８ ▲４．２ ９１．１ ０．８ ７５．５ ▲２９．１ ６７．５ ▲３５．８ ９９．８ ３１．７ ８５．３ １．８ １００．６ ▲１９．０
１２ ８７．３ ２．５ ９９．５ ３０．２ ８１．２ ▲２２．３ ７３．４ ▲２２．９ ９８．３ ３９．７ ８７．８ ９．０ ９８．６ ▲２２．５

２０１０．１ ９３．４ ２１．５ ９２．９ ５８．８ ７９．９ ▲９．３ ８４．８ ▲３．０ １１１．５ ７０．７ ９３．３ ２６．７ ９８．６ ▲１９．４
２ ９１．３ ３９．１ １００．９ ７４．１ ８９．０ ２１．８ ８４．６ ８．９ １０５．７ １６５．０ ９１．０ ４８．６ ９１．９ ▲２５．６
３ ９３．９ ３１．０ １０３．４ ７０．１ ９８．９ ３５．８ ８９．２ ２．０ １０５．２ １３３．３ ９３．７ ４１．２ ９１．７ ▲２２．８
４ ９４．５ ２７．８ １０２．５ ６８．２ ９０．３ ３８．３ ７８．８ ２６．１ １１１．０ ５９．８ ９２．７ ２５．１ ９６．３ ▲１８．０
５ ９３．８ １７．９ ９５．６ ３４．０ ９３．１ ４５．３ ８８．３ ２６．７ １０９．５ ３０．５ ９３．２ ２０．９ １２２．８ ７．６
６ ９２．９ １７．３ １０２．８ ３９．５ ９１．５ ４２．９ ９２．６ ４１．６ １０６．４ ２８．１ ９１．８ １７．０ １５９．６ ３７．１
７ ９５．５ １５．８ ９６．１ １８．８ ８９．４ ３７．６ ９７．３ ４７．５ １１２．４ ２６．４ ９６．３ １５．５ １３４．６ ５．０
８ ９８．６ １８．８ ９５．４ １６．０ ９６．７ ４３．５ ９３．５ ３０．４ １１９．３ ３０．７ ９８．９ １９．７ １２８．５ １６．２
９ ９７．３ １４．５ ９７．６ １６．３ ９６．５ ３３．４ ９９．５ ３９．９ １１３．８ ２０．０ ９５．９ １３．６ １１９．５ １２．９
１０

出所 福岡県調査統計課

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 北九州・福岡大都市圏 北九州・福岡大都市圏

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 １１０，６３２ ▲５．０ ５７，５５６ ▲４．１ ３８９，４３９ ▲４．５ ３０７，３２８ ▲３．７ ０．８５ ５０４ ０．４ １７０，７８７ １．８ １３４，３５７ ２．０
２００８年 １０５，８８９ ▲４．３ ５６，４５４ ▲１．９ ３９６，３０３ １．８ ３１２，７７５ １．８ ０．６３ ５４５ ８．１ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４
２００９年 ９９，６１６ ▲５．９ ５１，８１２ ▲８．２ ３９１，０２９ ▲１．３ ３０５，５５４ ▲２．３ ０．４２ ４８０ ▲１１．９ １７９，０５０ ２．８ １３８，７６７ ０．８
２００９．９ １１，４４９ １２．８ ４，９１９ ▲１．８ ３２２，３８７ ▲０．９ ３１１，９４５ ９．８ ０．３９ ４４ ▲２２．８ １７５，６５４ ２．９ １３８，１８２ ３．３

１０ ９，０９７ １７．７ ３，８９１ ▲４．３ ３５３，６２９ ▲１．６ ３０８，２３９ ５．８ ０．４０ ３４ ▲３２．０ １７６，５６７ ３．２ １３８，８１８ ３．６
１１ １０，２２２ ３９．９ ４，０５５ ▲７．７ ３３１，２６３ ０．７ ２６８，６３０ ▲０．２ ０．４０ ３１ ▲３６．７ １７７，０６７ ２．９ １３８，３６３ ２．３
１２ ８，４８６ ４６．６ ３，５５６ ２．３ ６４９，８９１ ▲９．６ ３６５，６６７ １３．９ ０．３９ ４５ ▲２．２ １７９，０５０ ２．８ １３８，７６７ ０．８

２０１０．１ ８，７８３ ５４．９ ４，４０５ ２．０ ３４６，３１２ ４．６ ３３８，４１１ ２０．５ ０．４１ ２７ ▲４２．６ １７８，４０８ ２．５ １３８，４１６ ０．４
２ １０，８４０ ４６．３ ５，１８４ ▲４．９ ３７１，９８５ ９．３ ２６４，７０４ ▲１７．５ ０．４２ ３０ ▲３．２ １７９，１６２ ２．５ １３８，５３４ ▲０．７
３ １４，８５７ ４７．６ ６，８７２ ▲４．７ ３２７，１９４ ▲１０．０ ３０８，０６９ １．８ ０．４３ ３６ ▲１８．２ １７９，１１８ ３．５ １３７，９３３ ▲０．６
４ ７，９２７ ４０．９ ３，９８９ １５．９ ３５０，０２８ ▲３．６ ３６０，５４６ ４．４ ０．４４ ２７ ▲２５．０ １８１，２１４ ２．４ １３７，６６０ ▲１．０
５ ８，２１９ ４１．０ ３，９４８ ２９．１ ３１３，２００ ▲２．７ ２８５，７５８ ▲１．０ ０．４５ ２２ ▲４７．６ １８１，２８３ １．８ １３７，７０７ ▲１．４
６ １０，３６７ ２８．５ ４，７４３ １５．４ ５１３，２３２ ０．１ ２８３，３８８ ６．９ ０．４６ ３１ ▲３５．４ １８１，５６０ ２．１ １３６，７２１ ▲０．２
７ １１，７３０ １４．６ ５，０９３ １７．６ ４２６，１７０ ▲５．９ ２９９，０８９ ▲１．１ ０．４６ ２５ ▲４４．４ １８１，６３０ ３．１ １３７，８７９ ０．２
８ １０，９０３ ４６．３ ４，４８８ ２９．２ ３６５，５６３ ４．５ ２７８，５１９ ▲９．１ ０．４６ ３５ ６．１ １８０，５３２ ２．５ １３６，９５６ ▲０．４
９ １０，２９５ ▲１０．１ ５，０５３ ２．７ ３１４，３６０ ▲２．５ ２９４，９３７ ▲５．５ ０．４７ ４５ ２．３ １８０，０８７ ２．５ １３８，３９４ ０．２
１０ ６，９８１ ▲２３．３ ３，００７ ▲２２．７ ３７９，５２８ ７．３ ２８９，９７６ ▲５．９ ０．５０ ２８ ▲１７．６ １８０，６８２ ２．３ １３８，８１５ ▲０．０

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 掲載指標についての説明は全国の注釈参照。
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経済指標｜熊本県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 食料品 電子部品 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００７年 １０９．３ ▲０．３ ９９．３ ▲１．２ １３７．８ １２．５ １１８．０ ６．３ ９１．９ ▲７．４ １０８．３ ▲０．３ １１３．２ １．１
２００８年 １０３．６ ▲５．３ ９７．９ ▲１．４ １３８．６ ０．６ ７８．２ ▲３３．８ ９４．４ ２．７ １０１．０ ▲６．８ １２４．５ １０．０
２００９年 ８０．３ ▲２２．５ ９５．７ ▲２．２ １０３．７ ▲２５．２ ４９．０ ▲３７．３ ７１．２ ▲２４．６ ７９．２ ▲２１．６ １１２．２ ▲９．９
２００９．９ ８２．７ ▲１８．６ ９３．３ ３．６ １１４．３ ▲１３．９ ４９．０ ▲２４．９ ６５．９ ▲３６．０ ８０．４ ▲１８．５ １０２．５ ▲１４．３

１０ ８１．２ ▲１８．９ ９８．０ ０．６ １０９．３ ▲１７．０ ４６．０ ▲２９．４ ６５．７ ▲３５．０ ７８．８ ▲１９．５ ９６．６ ▲２５．８
１１ ８４．７ ▲１０．０ ９５．０ ０．３ １１７．４ ０．９ ５４．７ ▲０．５ ６７．９ ▲２９．１ ８１．７ ▲１０．８ ９３．４ ▲３０．４
１２ ８７．５ ▲３．８ ９１．６ ▲３．９ １２６．６ １７．０ ４７．５ ▲２１．５ ６８．６ ▲２９．４ ８２．７ ▲７．２ ９４．２ ▲３２．８

２０１０．１ ９８．３ １５．３ １００．５ ２．０ １４４．７ ５７．８ ４８．１ ▲２４．９ ７９．５ １．５ ９４．６ ９．２ ９６．１ ▲３１．７
２ ９７．７ ２６．０ ９４．６ ▲１．３ １２７．４ ６６．０ ６４．３ ２０．５ ８７．６ １０．１ ９４．２ １９．５ ９７．２ ▲２７．８
３ ９１．２ ２７．６ ９２．４ ▲３．４ １２１．７ ５７．０ ９７．２ ５３．３ ９４．４ ２５．５ ９１．０ ２４．０ ９１．９ ▲２２．２
４ ９５．９ ２２．７ ９２．９ ▲１．３ １２１．９ １５．４ １１７．８ ２０１．５ ９３．３ ３１．２ ９４．８ ２３．２ ９４．６ ▲１９．６
５ ９１．０ １７．８ ９０．０ ▲４．２ １１２．３ １１．２ ７６．６ １５１．８ ８４．８ １２．８ ８６．０ １２．６ ９０．３ ▲２３．２
６ ９８．６ ２５．４ ９８．６ ０．８ １１２．７ ４．８ ５５．２ ２１．６ ７７．５ ９．５ ９３．２ １８．８ ９２．１ ▲１８．０
７ ９５．３ １７．７ ９２．４ ▲６．７ １１７．１ ５．０ １０３．６ １１０．９ ７１．２ ２．０ ８７．７ １０．６ ９６．７ ▲１１．８
８ １０２．８ ２９．４ ９８．９ ６．１ １１４．２ ８．０ １０１．５ １５８．９ ８３．９ １３．５ ９７．８ ２６．２ ９６．７ ▲９．５
９ １０７．９ ３１．１ ９７．６ ２．９ １０８．６ ▲２．９ １１０．９ １１７．４ ７７．３ ２１．１ ９７．５ ２１．３ ９９．５ ▲３．０
１０

出所 熊本県統計調査課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 熊本市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００７年 ３．９ ２０．８ ２，０７１ ▲０．３ １，２８９ １０．６ １３，２８６ ▲１０．３ ▲８．１ ▲７．２ ▲２７．３ ９９．９ ▲０．１ １８７，６７６ ▲０．６
２００８年 ２．６ ２６．７ ２，０２１ ▲２．４ １，０９８ ▲１４．８ １２，５４２ ▲５．６ ０．３ ▲８．７ ▲１０．５ １０１．１ １．２ １８４，１３４ ▲１．９
２００９年 ▲２６．８ ▲３６．７ ２，１２４ ５．１ ７０１ ▲３６．１ ９，８４２ ▲２１．５ ▲７．２ ▲３６．７ ▲１．２ １００．４ ▲０．７ １７２，７８５ ▲６．２
２００９．９ ▲７２．６ ▲４２．４ ３１１ ２９．７ ６８ ▲１１．０ ７５６ ▲２６．０ ▲２．４ ▲５１．４ ６３．５ １００．６ ▲１．６ １２，３８５ ▲２．８

１０ ▲１２．２ ▲５１．３ ２４９ １４．１ ９７ ２８．５ ６４８ ▲４８．０ ▲２１．８ ▲５７．６ ▲６９．４ １００．４ ▲１．９ １３，６８３ ▲５．３
１１ ▲３４．８ ▲２９．９ １６７ ４５．３ ６５ ▲２０．５ ８９７ ▲２２．９ １４．２ ▲４１．９ ▲２７．４ １００．３ ▲１．１ １３，７３８ ▲８．４
１２ ２５０．５ ▲４７．６ １５９ ６．５ ６５ ▲２０．３ ８９８ １３．０ ２２．０ ０．０ ３８．４ １００．１ ▲１．０ １９，１９３ ▲７．２

２０１０．１ ２４．８ ▲３５．７ １０８ ６．１ ３６ ▲１６．２ ７２７ ▲５．７ １３．５ ２２．２ ▲７６．４ ９９．９ ▲０．７ １５，６２７ ▲５．４
２ ４８．４ ▲１７．７ １３２ ３３．８ ８１ ６１．９ ５４４ ▲３４．１ ５．４ ▲６７．７ ▲６１．３ ９９．５ ▲０．７ １１，８６８ ▲３．１
３ ８．４ ▲２６．４ ２５０ ７．８ ８８ １４２．４ ７２８ ▲１１．１ ７．９ ３６．９ ▲６０．２ １００．１ ▲０．５ １３，５８４ ▲５．１
４ １０．９ ▲１３．０ １７５ ▲３４．５ ６４ １９．５ ６８２ ▲１６．４ １．１ ３６．０ ▲８６．３ １００．１ ▲０．７ １３，１７１ ▲３．３
５ ▲３１．０ ８０．８ １６９ ８０．０ ７０ ２０．４ ４７９ ▲２６．３ ▲２０．８ ▲４４．８ ３７．５ ９９．９ ▲０．６ １３，２３２ ▲６．３
６ ▲３８．８ １．６ １２３ ４０．２ １１４ １１１．２ ８７１ ▲１９．９ ３９．０ ▲３０．３ ▲７２．５ ９９．９ ▲０．５ １２，８４１ ▲３．３
７ ２０．０ ▲６．２ １３２ ▲２０．３ ７６ ２７．１ ８２７ ▲１０．６ ０．３ ▲３０．３ １３９．５ ９９．８ ▲０．４ １５，４９６ ▲２．４
８ ３３．１ ６３．２ １５１ ▲２１．３ ８０ ５７．３ ６７３ ▲１０．３ ３２．４ ▲４３．３ ▲１９．２ １００．１ ▲０．３ １３，２９５ ▲３．６
９ ３２．９ ▲２．８ ２０４ ▲３４．５ １０５ ５３．８ ８０６ ６．６ １７．８ １６．８ ▲６１．２ １００．５ ▲０．１ １２，２１６ ▲１．４
１０ ▲６．７ ５７．５ ２０２ ▲１８．７ ２１０ １１７．６ ７３５ １３．４ ２５．５ ４．９ １４．６ １００．７ ０．３ １３，７９０ ０．８

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 熊本市 熊本市

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 ３２，２２５ ▲５．７ ２７，９９８ ▲０．４ ４３１，６１４ １０．６ ２９７，５８０ ４．６ ０．８２ １３９ ９．４ ４７，９７６ １．７ ２８，６６６ ４．０
２００８年 ３１，１８４ ▲３．２ ２８，２８７ １．０ ３９４，６９６ ▲８．６ ３０８，０５０ ３．５ ０．６３ １７９ ２８．８ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０
２００９年 ３２，８５３ ５．４ ２５，９９９ ▲８．１ ３９４，８９８ ０．１ ３１２，０７０ １．３ ０．３８ １２７ ▲２９．１ ４９，７９０ ２．４ ２９，６６９ ０．５
２００９．９ ３，７７９ ２３．１ ２，３０１ ▲２．６ ３４１，１７２ ０．４ ３３０，０３４ １４．２ ０．３７ ７ ▲５６．３ ４８，７１３ １．１ ２９，４４８ １．８

１０ ３，１３３ ４３．７ １，９５５ ▲５．１ ３９６，９０２ ３．７ ３２２，０９７ ８．１ ０．３８ １５ １５．４ ４９，２４８ ２．６ ２９，４３５ ２．３
１１ ３，６５４ ６６．１ １，９９７ ▲８．４ ３５９，０４５ ６．９ ２９２，８５１ ▲０．７ ０．３９ １３ ０．０ ４９，１５８ １．９ ２９，２０８ ０．５
１２ ２，７０９ ７０．９ １，９０３ ▲１．４ ７５７，６１８ １２．５ ３５８，７６３ ５．５ ０．３９ ９ ▲６０．９ ４９，７９０ ２．４ ２９，６６９ ０．５

２０１０．１ ３，０１９ ５２．４ ２，１４３ ▲３．８ ３８２，９３４ １７．３ ３６１，１９７ ５．５ ０．４１ １１ ▲２６．７ ４９，２９８ ２．２ ２９，４０９ ０．０
２ ３，６６２ ５６．９ ２，６１７ ▲５．２ ４００，０６５ ２０．６ ２９６，１３０ ２０．５ ０．４１ ８ １４．３ ４９，５２９ ２．３ ２９，３６２ ０．１
３ ５，１６４ ４７．２ ３，３３５ ０．２ ３６２，７６０ １１．０ ３３８，２２８ ▲１１．７ ０．４２ １４ ２７．３ ４９，５８２ ３．３ ２９，６１８ ０．４
４ ２，４４５ ４０．０ １，９９３ １２．１ ３７３，６１１ １２．１ ３４０，３４９ ４．８ ０．４３ １２ １４０．０ ５０，３７７ ２．３ ２９，１８９ ０．１
５ ２，７３４ ４９．９ ２，０２１ １３．７ ３１５，０１９ １．９ ３０３，００５ ４．７ ０．４５ ３ ▲６２．５ ５０，４３２ ２．１ ２９，３００ ０．２
６ ３，３２１ ２３．６ ２，１９７ ７．５ ４６４，１４８ ▲１５．２ ２９４，５８４ １０．５ ０．４６ ９ ▲５５．０ ５０，６８０ ２．０ ２９，３５５ ０．７
７ ４，２９５ ３４．１ ２，３８８ １２．８ ４１５，６１８ ６．２ ２９５，４６０ ▲３．２ ０．４７ ６ ▲４０．０ ５０，５２１ ３．４ ２９，４６０ ０．７
８ ３，７２７ ６２．４ ２，１４５ １８．４ ３１３，１６４ ▲１．６ ２８０，４２４ ▲１．１ ０．４８ ７ ０．０ ５０，０６１ ２．２ ２９，４８５ １．０
９ ３，６６７ ▲３．０ ２，４９２ ８．３ ３０９，９４８ ▲９．２ ２７７，５００ ▲１５．９ ０．４８ １１ ５７．１ ５０，０９９ ２．８ ２９，８３０ １．３
１０ ２，２３６ ▲２８．６ １，８４５ ▲５．６ ３５６，８６９ ▲１０．１ ２４５，４２５ ▲２３．８ ０．５０ １７ １３．３ ５０，３０９ ２．２ ２９，６８４ ０．８

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。
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経済指標｜長崎県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００）

造船 機械等 電子部品
生産高

総合 一般機械 食料品 電子部品 輸送機械 生産高

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 前年比（％）

２００７年 １３４．０ １１．４ １０３．５ ▲１３．８ １０４．９ ４．４ ２２８．６ ３６．３ ９８．７ ▲２．１ ２，１６６ １５．５ ３，０７９ １１．０ ３．０
２００８年 １５２．５ １３．８ １５４．２ ４９．０ １０１．８ ▲３．０ ２５５．５ １１．８ １１９．０ ２０．６ ２，２６３ ４．５ ３，１８０ ３．３ ０．７
２００９年 １２５．９ ▲１７．４ １２３．０ ▲２０．２ １０１．０ ▲０．７ １９０．３ ▲２５．５ １１０．８ ▲６．９ ２，１３１ ▲５．８ ２，４８４ ▲２１．９ ▲１８．７
２００９．９ １４８．０ ０．４ １６０．２ ▲４．３ １０５．０ ０．９ ２４４．０ １１．２ １０４．４ ▲１５．８ １６６ ▲１８．４ １７７ ▲３０．８ ２．７

１０ １４４．１ ▲６．４ １５９．１ １．７ １０３．６ ▲０．３ ２３６．９ ▲２．２ １０３．６ ▲１８．８ １９０ ▲１２．９ ２７５ ▲０．４ ▲１３．４
１１ １２９．８ ▲２．３ １０５．１ ▲２２．９ ９５．８ ▲３．５ ２１４．５ １９．１ １００．７ ▲１７．０ １６２ ▲４．４ １８６ ▲４１．１ ２．６
１２ １３３．９ ８．０ １４５．４ １４．９ １００．１ ２．４ ２０８．９ ２１．４ ９９．４ ▲１６．７ １５５ ▲１２．９ １９１ ▲３７．１ ４８．６

２０１０．１ １２３．４ ３２．４ １５０．０ ３９．６ １０３．４ ４．２ １７４．１ ２０３．６ ９９．９ ０．２ １３６ ▲１３．２ １７４ ▲３３．７ ８２．０
２ １３０．９ ６７．６ １５８．７ ５８．９ １０９．４ １４．８ １９７．４ １０３８．１ １０１．７ ▲１４．７ １４９ ▲８．８ １４７ ▲３１．５ １３．５
３ １３５．６ ２９．４ １５２．７ ７２．８ １０３．５ ７．７ １７６．６ ３３．５ １２９．８ １１．４ １４７ ▲２３．３ １８３ ▲８．８ ５６．８
４ １３８．１ ４７．１ ２６５．１ ２３３．６ １０３．２ ０．７ １９３．１ １７７．８ ４９．１ ▲５９．６ １５４ ▲２３．７ ２９４ ４６．７ ４９．５
５ １６３．０ ３９．２ ２０７．１ １０５．７ １０７．８ ４．５ ２６６．４ ７６．０ １２３．２ １．３ １８１ ▲０．９ ２６０ ３１．８ ８．７
６ １４７．１ ▲１０．５ １９４．７ ７０．８ １０４．０ ０．６ ２１６．３ ▲３９．１ １１０．６ ▲５．５ １９０ ▲２．６ ２８０ ３５．６ ２２．２
７ １４２．０ ▲１．９ １５３．０ １７．８ １０９．６ ３．１ ２２１．５ ▲８．４ １１８．３ ▲１０．５ １５６ ▲２０．３ １９０ ▲５．６ ０．６
８ １５０．９ ５．６ ２１６．１ ２２．５ １０８．８ ４．４ ２２５．４ ２．３ １０７．１ ０．０ １６０ ▲６．７ ２５６ ４８．６ ６．１
９ １３４．６ ▲９．１ １８９．６ １７．８ ９４．０ ▲９．５ １８６．５ ▲２８．０ １２１．３ ２０．８ １９９ １９．９ ２１２ １９．７ ▲１７．０
１０ ▲７．８

出所 長崎県統計課 三菱重工業長崎造船所、佐世保重工業 日本銀行長崎支店

項目

年月

貿易
漁業水揚金額

公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数 観光施設入場者数
（主要７施設合計）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 長崎市

前年比（％） 前年比（％） 百万円 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 千人 前年比（％） 指数 前年比（％）

２００７年 ６．０ ２０．７ ７０，２４７ ８．２１，８６２ ５．５ ６４４ ▲２２．５ ６，９０１ ▲２２．８ ▲１９．６ ▲１１．９ ▲５６．６５，０００ ４．７ ９９．７ ▲０．１
２００８年 ５．７ ５７．５ ７３，４９９ ４．６１，５７５ ▲１５．４ ５８２ ▲９．６ ６，９４２ ０．６ １．５ ▲８．９ ５１．３４，５９３ ▲８．１１００．９ １．２
２００９年 ７．２ ▲５３．４ ５９，９０１ ▲１８．５１，９５９ ２４．４ ５９６ ２．３ ５，７６７ ▲１６．９ ▲１３．７ ▲９．５ ▲５３．９３，８５０ ▲１６．２ ９９．９ ▲１．０
２００９．９ ６１．３ ▲６１．１ ４，２４６ ▲２５．４ ２６４ ７３．１ ５５ ３３．４ ４３７ ▲３０．２ ▲３．０ ▲３０．０ ▲６２．０ ３７１ １３．６ ９９．７ ▲２．２

１０ ▲１０．０ ▲４８．９ ５，０３１ ▲１４．０ １６９ ▲１２．０ ３４ ▲３２．９ ６０７ ▲１３．７ ▲１５．３ ▲９．９ ▲１８．８ ３４４ ▲１６．５ ９９．３ ▲２．６
１１ ４６．６ ▲１２．８ ５，０３１ ▲１６．８ １００ ▲１７．２ ３７ ４９．３ ６５２ ▲５．８ ▲１９．７ ８５．６ ▲９５．０ ３０８ ▲２１．０ ９９．３ ▲１．７
１２ ▲５９．８ ▲３６．５ ６，２５７ ▲１６．７ １２０ ▲１５．２ ３６ ▲２２．０ ６６８ １９．３ １．８ ３．６ ２６８．６ ２６２ ▲１６．７ ９９．０ ▲１．９

２０１０．１ ４７．３ ▲３０．３ ４，５４３ ▲１６．４ １０５ ▲１７．６ ３２ ▲８０．７ ４８７ ３．２ １．８ ▲２５．６ ２２８．６ １９１ ４．２ ９９．２ ▲１．３
２ ▲１１．０ １．１ ４，２８６ ▲１６．０ １１９ ▲２０．２ ２２ ▲３６．６ ４２４ ▲１６．０ ▲３．２ ▲２３．４ ▲５０．０ ２５０ １９．４ ９８．９ ▲１．２
３ ▲５１．２ ３７．４ ４，７７５ ▲１３．５ １８０ ▲９．９ ４６ ７３．１ ３４６ １８．５ ４．３ ４０．３ ▲２９．４ ３４６ ▲１５．０ ９９．４ ▲１．１
４ １２１．６ ０．５ ５，７０６ ▲０．６ ９８ ▲３５．８ ３３ ▲１８．６ ３７７ ▲１８．９ ▲１９．７ ▲６．１ ▲３６．８ ２６４ ▲８．２ ９８．９ ▲１．７
５ ▲０．２ １０２．６ ４，７４３ ▲５．３ ６９ ▲３３．４ １８ ▲５９．５ ３２１ ▲２４．３ ６．０ ▲６１．５ ７５．０ ４５６ ▲１．９ ９９．２ ▲１．２
６ ▲２１．４ ５４．３ ４，１０２ １．２ １７８ ２６．２ １００ ２６．７ ３８３ ▲２５．０ ▲１３．７ ▲１０．７ ▲７７．８ ２０３ ▲１２．５ ９９．３ ▲０．４
７ １４．４ ３９．０ ４，１４８ ６．２ ２２５ ▲８．５ ３５ ２７．７ ４９７ ３７．７ １５．１ ６５．３ ２３．１ ２６９ １０．９ ９９．０ ▲０．６
８ ２２．８ ７．４ ４，２９０ ▲６．１ １５２ ▲１８．７ ５７ ２９９．９ ４３１ １５．５ ３６．４ ▲５．３ ５５．６ ５６６ ５．０ ９９．３ ▲０．７
９ ▲３８．４ ７４．２ ４，４１１ ３．９ ２０７ ▲２１．７ ５７ ２．６ ５９５ ３６．２ ５．７ ６１．１ ▲７９．７ ３２８ ▲１１．６ ９９．３ ▲０．４
１０ ▲２２．４ ▲１１．９ ４，４７８ ▲１１．０ １７９ ５．８ ６０ ７７．５ ５０４ ▲１７．０ ▲５．０ ▲３９．３ ６７．９ ４２２ ２２．８ ９９．８ ０．５

出所 門司税関 県内主要４魚市場 西日本建設業保証 国土交通省 長崎県観光振興推進本部 総務省

項目

年月

大型小売店
販売額

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 長崎市 長崎市

百万円 前年比（％） 台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 １３０，３０７ ▲２．７ ２０，７１４ ▲８．６ ２３，５０６ ▲５．４３６４，６５５ ４．６３１５，６５６ １３．３ ０．６２ １４８ １８．４ ４０，９２３ １．５ ２４，４５６ ▲２．１
２００８年 １２４，８２７ ▲４．２ ２０，２４５ ▲２．３ ２３，２５０ ▲１．１３６４，２７６ ▲０．１２９６，６２２ ▲６．０ ０．５７ １７８ ２０．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１
２００９年 １１７，９４１ ▲５．５ ２０，９２１ ３．３ ２１，７２５ ▲６．６３８８，１２９ ６．５３０８，５８８ ４．０ ０．４１ １２２ ▲３１．５ ４１，５７９ １．６ ２２，９９２ ▲３．０
２００９．９ ８，４８０ ▲５．０ ２，３１５ １１．５ １，９５８ ▲４．７３０３，７３６ ▲８．２２５９，７０８ ▲６．６ ０．４０ ５ ▲６６．７ ４１，０２４ １．０ ２２，９６７ ▲３．０

１０ ９，０１２ ▲３．８ ２，００３ ４３．８ １，６６１ ▲５．７３６２，９３６ ９．１２６５，８１６ ▲０．６ ０．４１ １１ ▲２６．７ ４１，３１５ ２．２ ２２，９２２ ▲２．５
１１ ９，４７１ ▲７．４ ２，２５１ ６２．３ １，５９２ ▲１４．１ ３６０，７０２ ２０．６３６０，６５２ １．０ ０．４０ １０ ▲３３．３ ４１，２８１ １．３ ２２，７７６ ▲３．３
１２ １２，５８８ ▲３．１ １，８１９ ４９．７ １，５９８ ▲３．６７１３，５６４ ▲２．３４３３，５０７ ７．７ ０．４０ １８ ２８．６ ４１，５７９ １．６ ２２，９９２ ▲３．０

２０１０．１ １０，３５８ ▲７．９ １，９０４ ５４．０ １，８１５ ▲２．１３５２，３２３ １８．８３１０，６６６ ０．３ ０．４２ ９ ▲１０．０ ４１，２８０ １．６ ２２，８９６ ▲４．５
２ ８，１６１ ▲５．３ ２，１７４ ５３．７ １，９８２ ▲０．６３６２，８８７ ３．０２５８，７９８ ▲４．４ ０．４２ ６ ０．０ ４１，５０１ １．０ ２２，８５１ ▲５．２
３ ９，２９５ ▲１．４ ３，１７２ ３９．３ ２，９２３ ０．４３３９，６７３ ▲０．８３５１，００４ １０．３ ０．４１ ６ ０．０ ４１，６６３ ２．１ ２３，０５５ ▲４．５
４ ９，３１０ ▲１．５ １，５９９ ４１．４ １，５４８ ４．２３６２，２３８ ▲２．８３０２，６８５ ▲７．８ ０．４３ ３ ▲７８．６ ４２，００２ １．２ ２２，６０１ ▲２．８
５ ９，４７０ ▲１．７ １，６６２ ２７．１ １，６３３ ７．０３２１，２２０ １．４２７８，７１５ ▲２．０ ０．４４ ４ ▲６６．７ ４１，８５１ ▲１．５ ２２，９０８ ▲３．６
６ ９，１７４ ▲０．５ ２，０４３ １６．３ １，８４６ ３．８７２５，４３１ ３２．９２８９，３２２ ▲１．０ ０．４７ １１ ▲８．３ ４２，３３３ ０．２ ２２，７８４ ▲１．７
７ １１，２０５ ２．０ ２，５０５ ２６．６ １，８８１ ０．３４８７，０４１ ２８．５２８８，３２６ ▲６．０ ０．４８ ７ ０．０ ４２，０４１ ０．９ ２２，９０５ ▲１．５
８ ９，８３４ ０．１ ２，３７６ ６５．９ １，７６３ １８．３４０２，１７６ ２９．５３４５，９５７ ２６．７ ０．４７ ３ ▲７２．７ ４１，７８２ ０．２ ２２，８４７ ▲１．７
９ ８，６７４ ２．３ ２，２９８ ▲０．７ １，９１０ ▲２．５３９５，９８１ ３０．４２７５，２２６ ６．０ ０．４９ ７ ４５．０ ４１，６３１ １．５ ２２，７７４ ▲０．８
１０ ９，２７０ ２．９ １，３５８ ▲３２．２ １，４２９ ▲１４．０ ４３４，３５２ １９．７３４９，７４９ ３１．６ ０．５１ ３ ▲７２．７ ４１，６５１ ０．８ ２２，７４６ ▲０．８

出所 九州経済産業局 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。漁業水揚金額は、長崎、佐世保、北松、松浦の４市場の合計。観光施設入場者数は、グラバー園、島原城、雲仙仁

田道、西海パールシーリゾート、平戸城、ハウステンボス、堂崎天主堂の合計、ただし、雲仙仁田道は自動車の通行台数。

34 FFG調査月報 2011年1月



35FFG調査月報 2011年1月



ふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおお客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様セセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーのののののののののののののののののののののののののごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごご案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内
福岡会場 ：福岡銀行 本店ビル４階 セミナールーム
北九州会場：福銀小倉ビル５階 セミナールーム

１月のセミナー情報
◎参加費無料
（ただし、一部有料セミナ－もございます）

◎事前予約可

●各セミナーの所要時間は１時間～１時間３０分を予定しております。

●お申込みは、電話または福岡銀行ホームページにて承ります。

●各セミナーについては定員になり次第、受付を終了させていただきます。

セミナーカテゴリー Ａ・ＫＡ 投信報告会 Ｂ・ＫＢ マネー Ｃ・ＫＣ 住宅 Ｎ 年金

Ｅ・ＫＥ 生命保険 Ｆ・ＫＦ 趣味・その他

福 岡 会 場 場所：福岡銀行 本店ビル４階 セミナールーム

日付 予約コード 内 容 時 間 定員

8
�

Ｎ
３

年金セミナー
年金の仕組み・在職老齢年金等について

講師：社会保険労務士

１０：３０～

１２：３０

５０
名

13
�

Ｂ
４４

グローバル金融市場の
動向について

講師：国際投信投資顧問

１１：００～

１２：３０

８０
名

Ａ
７１

投資信託運用報告会※

『コロンブスの卵』

講師：ゴールドマン・サックス・
アセット・マネジメント

１４：００～

１５：３０

８０
名

18
�

Ｆ
３７

「海きらら」と「九十九島」
～水族館の舞台裏の活動と九十九島
の自然のしくみの話～

講師：「海きらら」館長
川久保 晶博 氏

１４：００～

１５：３０

８０
名

25
�

Ｃ
４６

最近のリフォーム
５つのポイント

講師：福岡銀行 建築士

１１：００～

１２：３０

５０
名

Ａ
７２

投資信託運用報告会※

『ブリックス・ファイブ』

講師：ＪＰモルガン・アセット・
マネジメント

１４：００～

１５：３０

８０
名

福岡会場（場所：福岡銀行本店ビル４階セミナールーム）のご案内

［住所］〒８１０‐８７２７福岡市中央区天神２‐１３‐１
福岡銀行本店ビル４階

ＭＡＰ

セミナー案内

北九州会場（場所：福銀小倉ビル５階セミナールーム）のご案内

［住所］〒８０２‐０００７北九州市小倉北区船場町２‐１
福銀小倉ビル５階

ＭＡＰ

※既に対象商品を保有されている方を対象と致します。
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マネーセミナー・生命保険セミナー・�
投信報告会ご案内にあたっての留意点�

■本案内に記載のセミナーでは、金融商品の勧誘を
行うことがあります。�

■これらの金融商品へのご投資には、各商品等に所
定の手数料等（投資信託の場合は、銘柄ごとに設定
された販売手数料及び信託報酬等の諸経費、個人
年金保険の場合は、契約初期費用のほか、保険関係
費用・運用関係費用・年金管理費用等の諸経費、等）
をご負担いただく場合があります。また、各商品等
には価格の変動等により損失を生じるおそれがあ
ります。商品ごとに手数料等およびリスクは異なり
ますので、当該商品等の「契約締結前交付書面」や
「投資信託説明書（交付目論見書）」、「年金保険ご
契約のしおり・約款」またはお客様向け資料等をよ
くお読みください。�

［商 品 等］株式会社 福岡銀行（登録金融機関）�
［登録番号］福岡財務支局長（登金）第7号�
［加入協会］日本証券業協会�

北九州会場 場所：福銀小倉ビル５階 セミナールーム

日付 予約コード 内 容 時 間 定員

12
�

ＫＢ
３２

グローバル金融市場の
動向について

講師：国際投信投資顧問

１４：００～

１５：３０

８０
名

14
�

ＫＣ
３３

最近のリフォーム
５つのポイント

講師：福岡銀行建築士

１１：００～

１２：３０

５０
名

ＫＡ
２５

投資信託運用報告会※

『コロンブスの卵』

講師：ゴールドマン・サックス・
アセット・マネジメント

１４：００～
１５：３０

８０
名

15
�

Ｎ
４

年金セミナー
年金の仕組み・在職老齢年金等について

講師：社会保険労務士

１４：００～

１６：００

５０
名

19
�

ＫＡ
２６

投資信託運用報告会※

『ブリックス・ファイブ』

講師：ＪＰモルガン・アセット・
マネジメント

１１：００～

１２：３０

８０
名

ＫＦ
１３

「海きらら」と「九十九島」
～水族館の舞台裏の活動と九十九島
の自然のしくみの話～

講師：「海きらら」館長
川久保 晶博 氏

１４：００～

１５：３０

８０
名

※既に対象商品を保有されている方を対象と致します。

平成２２年１２月１日現在
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ＦＦＧ次世代創造プログラムのご案内
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2010年12月1日現在
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黒龍江省�

吉林省�

遼寧省�
北京市�

天津市�
山西省�

河北省�

山東省�

江蘇省�寧夏回族自治区�

上海市�安徽省�
河南省�

湖北省�
浙江省�

福建省�

台湾（省）�

江西省�

広東省�
広西チワン族�
自治区�

四川省�

青海省�

新疆ウイグル自治区�

貴州省�
湖南省�

海南省�

雲南省�

チベット自治区�

タイ�

ベトナム�

マレーシア�

重慶市�

陜西省�甘粛省�

内蒙古自治区�

福岡銀行香港駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Hong Kong Representative Office）�

［所 在 地］�Room 404, 4/F, Far East Finance Centre,�
16 Harcourt Road, Hong Kong�
�［電話番号］�（国番号 852）2524－2169

［所　　長］�末　松　尚　樹�

福岡銀行上海駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Shanghai Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国上海市延安西路2201号�
上海国際貿易中心2010号室�

［電話番号］�（国番号 86）21－6219－4570
［所　　長］�斉　藤　浩　一�

福岡銀行大連駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Dalian Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国大連市人民路60号�
大連富麗華大酒店622号室�

［電話番号］�（国番号 86）411－8282－3643

［所　　長］�宮　城　正　志�

事務所は�
3ヶ所ですが�

守備範囲は�
広いんです！�

海外拠点にて海外直接投資や、貿易に関する情報収集等を行っています。海外進出等ご検討のお客様、海外のことならお任せください！

◎海外拠点へのご用命・ご訪問は、取引店へお申し出ください。

〈海外駐在員事務所の位置と担当範囲〉

海外拠点紹介

ＦＦＧ調査月報３２号 ２０１０年１２月２７日／�ＦＦＧビジネスコンサルティング
福岡市中央区大手門１丁目８番３号 TEL ０９２（７２３）２５７６ http://www.fukuoka-fg.com/

印刷／�昭 和 堂
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